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知をつなぐ。世界をつなぐ。未来をつなぐ。

私たちは、「人づくり協力のプロ集団」として、

開発途上国の国づくりを担う人材の育成を、

共に学びあい、理解を深めながら支援し、

平和で豊かな地球社会の実現に貢献します。



序文

財団法人日本国際協力センター（JICE）は、本年3月25日に設立

30周年を迎えました。わが国の国際協力の推進に貢献することを

目的に「財団法人国際協力サービス・センター」として発足し、以来、

国際協力に関わる広報事業や福利厚生事業から業務を開始しま

したが、わが国のODAの拡大に伴って、研修監理や青年招へい

などの協力事業へ幅を広げたことにより、1993年には「財団法人日

本国際協力センター」へ名称を変更しました。2000年からは留学

生支援無償事業（現・人材育成支援事業）受託が開始され、本年に

は新たに日本国政府の事業である「21世紀東アジア青少年大交流

計画」の実施団体のひとつとして認められるなど、今日に至るまで

事業を継続・発展させて参ることができました。これまで賜りました

関係者の皆様のご支援、ご協力に対してあらためて感謝申し上げ

る次第です。

ODAの予算縮減および効率化、JICA・JBICの統合、公益法人

改革等、JICEを取り巻く環境が大きく変わろうとしている中、JICE

は2006年度からの今後3年間の中期目標として（1）公益法人として

のゆるぎない地位の確立、（2）「人づくり協力のプロ集団」としての

地位の確立、（3）専門性を高めるための人材育成の強化、を掲げ

取り組みを行っております。特に近年政府関係機関においては、

競争による外部委託が一般化するなど、事業受託をめぐる社会環

境が変化しており、これにも適切に対応していく必要があります。

これまで以上に受託事業について高い効率性と成果を追及しな

がら責任をもって実施すること、そして新規事業に対して積極的に

対応することを目指して参りたいと思います。そのためこれまで培っ

た知識と経験に加えて各事業の専門性を高めるなど組織体制の

一層の強化に努めているところであります。JICEは、設立30周年

を機に将来の進むべき指針として新たにミッションステートメントを

作成しました。併せて、キャッチフレーズも一新しまして、開発途上国

の「人づくり協力のプロ集団」を目指して邁進してゆく所存であります。

本書は、2006年度の事業実績をまとめたものです。本書を通じ

て、JICEの活動に関する皆様のご理解が一層深まることを願って

やみません。

2007年10月

※ミッションステートメントおよび新キャッチフレーズは、左ページをご参照ください。

2007年10月
財団法人日本国際協力センター
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JICE年報2007　表紙写真解説

研修員に自動車検査についての説明を通訳する研
修監理員（左から３人目）
（JICA東京国際センター「自動車検査整備制度」）
（写真提供：今村健志朗／ JICA）

研修員からの質問を生徒に通訳する研修監理員（右から3人目）
（JICA筑波国際センター「チリ国算数教育の改善」）
（写真提供：今村健志朗／ JICA）

短期派遣専門家としてバングラデシュで業務調整を行うJICE職員
（右）（JICA「バングラデシュ国公務員研修能力強化プロジェクト」）

JDS留学生に来日前の日本語研修を行う日本語指導員
（モンゴルにて）

留学出発前に現地で行われる壮行会に正装で臨むJDS留学生
（ベトナムにて）
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催 2007年2月23日、JICEは設立30周年を迎えるにあたり、特別会員をはじめこれまでお世話になった方々を招き、東京

の新宿明治安田生命ホールにて、セミナーを開催いたしました。
セミナーではJICE諏訪 理事長からこれまで30年にわたるご支援に対して謝辞を述べた後、別所浩郎外務省国際協
力局長の基調講演を行い、続いてパネリストとして、渡辺利夫氏（拓殖大学学長）、三浦有史氏（株式会社日本総合研究所
調査部主任研究員）、関山護氏（丸紅株式会社代表取締役･常務執行役員）、金子節志氏（独立行政法人国際協力機構理
事）、武田薫氏（国際協力銀行理事）を、またファシリテーターとして荒木光弥氏（株式会社国際開発ジャーナル社主幹）を迎
え、「我が国とアジア諸国との経済連携強化のためのODAのあり方について」というテーマでパネルディスカッションを行
いました。
当日はあいにくの雨にもかかわらず250人ほどの聴衆が来場し、3時間にわたる討議に熱心に聞き入っていました。
以下に、基調講演およびパネルディスカッションの概要を紹介します。

別所氏は、はじめに当センターの設立30周年に対する
祝辞として、外務省を中心に行われている政府開発援助
（ODA）の実施にあたりJICEが大変な尽力をしているこ
と、なかでも開発途上国からの研修員受入と政治的にも
重要な青少年交流事業の業務を実施してきたことを述べ
た後、JICEに対し、「今後のご活躍をお祈りする、というよ
りは、お願いしたい、という気持ちです」と述べ、JICEへ
のさらなる期待を表明しました。この後、過去30年間の
ODAを振り返り、次のように話しました。
「30年前というと、ベトナム戦争でサイゴンが陥落した
ことに象徴されるように、冷戦時代の真最中でした。この
時代は、世界がアメリカとソ連（当時）を中心とした東西ブ
ロックに分かれ、両者が、いかにして多くの国を自分の陣
営に引き入れるかということに力を注いでおり、ODAもこ
の目的の中に位置付けられていました。
やがて1990年代頃に冷戦が終結しましたが、冷戦後の
世界における問題として、まずアフリカが取り残されてい
たことが挙げられます。アフリカ諸国をいかに発展させる
か、という問題を解決するために、日本が1993年、東京に
ODAドナー国とアフリカ諸国の首脳および国連機関関係

者を一緒に招へいして開催したのがTICAD（アフリカ開
発会議）であり、それ以降5年に一度、首脳レベルの方々
を東京へ招へいし、アフリカの問題について討議を続け、
2008年には4回目の開催になります。
アフリカの問題と同様に、冷戦後の世界における課題

となったのが、開発途上国やそれまで東側陣営の社会主
義国だった国 を々いかにして市場経済社会のシステムに
組み入れるか、でした。なぜならば、それらの国々が市
場経済社会の一員としてWTO（世界貿易機関）に参画す
ることで、世界経済が活性化し世界経済の規模が大きく
なることで、日本が世界経済の中で活動できる場も増えて
くると考えられるからです。
また、2000年以降に平和構築、テロ対策、貧困や環境
問題などの新たな世界的規模の課題に対してミレニアム
開発目標（MDGs）が取りまとめられ、その達成に向けて各
国が協力して対応している現状があります。しかしながら、
やはりこれらの問題においても、いかに開発途上国が発
展するかということが重要であることに変わりはなく、開発
途上国を国際社会のプレーヤーとして参画させ、経済交
流を促進させることが、開発途上国の発展につながります。

JICE諏訪理事長による挨拶

基調講演「最近のODAを巡る動きについて」
（外務省国際協力局長　別所 浩郎氏）1

特集 1

JICE設立30周年
記念セミナーの開催
アジア諸国との経済連携の側面から考えるODA

JICE設立30周年
記念セミナーの開催
アジア諸国との経済連携の側面から考えるODA
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続いて行われたパネルディスカッションでは、株式会社
国際開発ジャーナル社主幹の荒木氏のファシリテーション
により、官民各界のパネリストの視点が展開され、このテ
ーマが有する現状と問題、そして進むべき姿について、
多くの議論が行われました。
以下、各パネリストのプレゼンテーションの要旨を紹介

します。

１. 「アジアのアジア化」で
 日本のODAが果たす役割とは

拓殖大学学長
渡辺  利夫 氏

世界貿易の自由化を促進すべき

WTOは、昨今その加盟国の多さから機

能麻痺に陥っており、このことが今日、

世界各地域でFTA（自由貿易協定）や

EPA（経済連携協定）などの成立が相次いでいる状況の背景

にある。

FTAやEPAが成立する（地域統合の）条件として、第1に各

国経済の補完性（域内貿易依存度など）が高いこと、また第２と

して、そうした域内貿易依存度などを深めていくことができる多

国籍企業の域内投資がさかんに行われていることが挙げられる。

また世界における経済連携の現状として、ヨーロッパ・北米・

東アジアの三極において域内貿易・投資が大変活発に行わ

れているが、新興工業経済地域（NIES）、東南アジア諸国連合

（ASEAN）、さらに改革開放化を進める中国などの東アジアで

は、多国籍企業が積極的に進出し、これを輸出や投資の牽引

車として発展してきた。

こうした東アジアにおける域内貿易依存度の増大は、まさに

「アジアのアジア化」「東アジアの東アジア化」であり、この

ような状況の中でわが国のODAが果たしていく役割は大変重

要であると思われる。

２. 「できること」から「すべきこと」へ、
 支援体制の確立を

株式会社日本総合研究所調査部主任研究員
三浦  有史 氏

東アジア経済連携に関して、東アジ

アでは域内経済格差が大きく、リーダー

シップが確立されにくい状況がある。域

内のFTAで先行し、東アジア経済連携

のキャスティングボードを握ろうとしているASEANは、新規加盟

国との域内格差を自らのODAによって是正する力はない。

第1の課題は、ASEANの求心力をいかに維持するかにあるが、

そのためには日本のODAによる格差是正の試みが期待される。

他方、急速な市場の開放化は経済力を飛躍的に発展させる

機会を開発途上国に与えた反面、個人間の所得格差を拡大し、

国内外のリスクが一旦顕在化すれば短期的に自国の経済混

乱を招き、ナショナリズムの高揚につながること、また企業統

治や高齢化、社会保障など、これまで例のない開発課題を増

やしている。第2の課題として、開放経済体制と急激な社会

変動にともなうリスクをいかに最小化し、成長の持続性を高め

ていくかという点が挙げられる。

第1の課題への対応としては、連携型といった援助の枠組が

有効であり、政策対話と相互モニタリングを強化すべきである。

また第2の課題に対しては、JICAとJBICの円借款部門の統合

により2008年10月に発足する新生JICAなどの「知の集積と

統合」が不可欠である。日本はより高度な政策に関与していくこ

とが必要である。日本のプレゼンスだけではなく、援助受入国や

地域の開発ニーズに対応できる体制への変革が重要である。
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なお、この間日本が『インフラと人づくり』を中心に行っ
てきたODAは、近年各国から高い評価を得ており、『経
済成長なくして貧困削減なし』という日本の援助の考え方
が支持されたものと思います。
最後に、ODAだけでは開発途上国の経済を活性化さ
せることはできず、やはりその後の民間投資が重要であ
り、開発途上国からも日本の民間企業の投資が期待され
ています。内閣府に海外経済協力会議が設置されたこと、
外務省内の組織改編で国際協力局を設けたこと、2008
年には独立行政法人国際協力機構（JICA）と国際協力銀行
（JBIC）の円借款部門の統合により、円借款、技術協力、

無償資金協力を一元的に実施する新JICAが発足するこ
となど、政府としてはより戦略的にODAを実施する体制
を構築していますが、民間企業の開発途上国での活動の
支援もODAの役割のひとつです」。

パネルディスカッション
「我が国とアジア諸国との経済連携強化のためのODAのあり方について」2

外務省国際協力局長別所氏による基調講演

31728p1-p16-1k.indd   531728p1-p16-1k.indd   5 07.11.1   10:56:16 AM07.11.1   10:56:16 AM



6

特
集
1　

J
I
C
E
設
立
30
周
年
記
念
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催

3. アジアに対するODAでの、
 官民協調のさらなる推進を

丸紅株式会社代表取締役･常務執行役員
関山　護 氏

民間企業から見たわが国のODA、そ

して官民連携の必要性や推進への鍵

などに関して、ハードとソフトのインフラ

開発を両輪で実施する日本独特のODA

は、日本の高水準の技術力を背景に行われると同時に、きめ

細かい研修内容などに見られるように非常に質の高いものであ

り、アジアの生活水準向上や地域社会の安定化、また日本企

業の国際競争力向上などの成果を生んできた。

東アジアの今後のインフラ整備に関して、2011年までに

毎年2,000億ドルにも及ぶ資金需要があるが、この需要を賄

うにはODAや開発途上国の公的資金だけでは足りず、投資と

いう民間資金を呼び込むことが必要である。そのためには民

間企業のリスクを軽減するような官民協調が必要である。また、

事業リスクへの対処法をあらかじめ明らかにし、官と民が事業

スコープとコスト負担を明確にしておくことが重要である。

官民連携推進の鍵は、これまで整理蓄積してきた知見を実

行することであり、具体的な事業案件の共同形成に向け、一層

の官民対話促進が求められる。

4. アジア経済に対するJICAの取り組み

独立行政法人国際協力機構理事
金子　節志 氏

アジア経済のさらなる成長のために

は、域内および国内格差の是正や成長

阻害要因の解消が必要であり、経済成

長に資する人材育成や制度構築、また

貧困削減などが大変重要である。JICAはこれまでベトナムに

おける市場経済化や法整備、ASEANにおける工業系高等教

育ネットワークの構築や日本国内の大学との連携、さらにタイ

東部臨海地域におけるプロジェクトなど、アジア経済成長のた

めの取り組みを行ってきた。

また官民協調について、日本とタイの官民が一体となって、

自動車裾野産業を育成している例もあり、JICAにも民間との

協調を図る動きがあることを知ってほしい。

また、JICAとJBICの円借款部門との統合に向けては、第1

に、より有機的な連携と相乗効果を生むプロジェクト創造のた

め計画段階からプログラムを綿密に作ることが可能となる。第

2に、これまで資金的問題により点で終わってしまうことが多か

ったプロジェクトなどについては、両者の統合以降は無償資金

協力や技術協力で成功したパイロットプロジェクトには、円借款

を用いて面的に広げていくことができる可能性がある。

5. アジア経済発展の課題と官民協調

国際協力銀行理事
武田　薫 氏

アジア経済発展への課題認識と

JICAとJBICの円借款部門との統合に

向けた官民協調に関しては、課題認識

の1点目はアジア地域の持続可能な成

長に必要なハード・ソフトにわたるファンダメンタルズの強化で

あり、2点目は人材育成とノウハウの共有、3点目としては地

域内格差拡大への対応を挙げたい。

具体的には、（1）物流改善や省エネ・再生可能エネルギーの

活用、（2）大学連携強化、地方自治体の活用、（3）越境インフ

ラの整備、コミュニティー開発などであり、昨今は、フィリピン看

護師やマレーシア学生の受け入れに見られるように、人材育成

を特に重要視している。

JICAとJBICの円借款部門との統合に向けては、技術協力、

資金協力をより整合的にすすめていくこと、またパイロットプロ

ジェクトを技術協力や資金協力を通じて、点から面へ拡大して

いくことなど、金子氏の視点とまったく同感であり、両者の統合

に向けた期待感とともにこれまで以上にスピードアップを図る

必要性がある。

質疑応答では、渡辺氏のプレゼンテーションに対して、
金子氏より「今後JICAが民間連携を深めていくにあたり、
ODAの果たす役割はどのようになるのか」との質問があ
り、これに対して渡辺氏より「そもそも日本のODAは東ア
ジアの産業インフラを整備することで民間企業が進出し
やすい環境を作ってきた経緯がある。経済発展のメイン
アクターはあくまで市場や民間企業であるが、市場が活
発化できる環境を整備していくことがODAの役割である」
と述べるなど、活発な議論がなされました。
以上のとおり、当日の基調講演およびパネルディスカッ

ションは、2007年1月に行われた東アジア首脳会議など、
昨今のわが国におけるアジア重視の姿勢ともあいまって、
各パネリストによる非常に内容の濃い議論が展開されま
した。
また、パネルディスカッションの最後には、援助受入国の
オーナーシップや、昔日の東アジア経済共同体（EAEC）に
関する事項など、聴衆者からの質疑も相次ぎ、大変盛況
なセミナーとなりました。

ファシリテーターを務めた
（株）国際開発ジャーナル社
主幹　荒木光弥氏
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　2006年度には、JICEがこれまで実施してきた事業をベースとした2つの新しい事業にチャレンジしました。1つは、日中
間の友好関係を末永く築いていくための中国高校生を対象とした交流事業、もう1つは、インドネシアの社会経済開発を
担う政府の中枢ともいうべき機関の職員の研修受入という2つの事業です。目的や対象、方法などはまったく異なりますが、
「知をつなぐ。世界をつなぐ。未来をつなぐ。」をミッションとするJICEが、これまで実施してきた青年招へい事業や留学
生支援無償（以下、JDS）事業などで得た経験と知見をフルに活かして取り組みました。
　以下では、それぞれの事業を詳しく紹介します。

特集 2

JICEの経験をフル活用
中国とインドネシアで新たな試み 帰国前夜の歓送会の様子。たくさんの想い出と笑顔を携

えて帰国の途につきました（中国高校生中期招へい事業）

2007年1月、独立行政法人国際交流基金（以下「国際交
流基金」）とJICEとの共催による、初の「中国高校生中期
招へい事業」が実施されました。日中の高校生による交
流というJICEにとっては新しい事業でしたが、JICA青年
招へい事業や海外高校生エッセイ・コンテストなどで得
た経験やネットワークを活用し、相互理解の促進が図れる
よう、円滑な事業の実施に努めました。

１. 中国各地からの高校生を招へい
中国の6地方（黒龍江省、湖南省、陜西省、内蒙古自治

区、天津市、重慶市：図1-1参照）から選抜された高校生
40名（女子28名、男子12名）が2007年1月31日来日し、約
1カ月にわたる交流事業がスタートしました。
この事業は、国際交流基金が新たに創立した「日中21
世紀基金」※事業の一環として、将来日中両国の架け橋に
なろうとする中国の高校生を日本に招へいし、約1カ月の
滞在期間中に、日本の文化や伝統、政治・経済などを実
際に見聞し、日本をよりよく理解してもらうきっかけをつくる
ためのプログラムです（表1-1参照）。また、日本の高校
生たちにも同年代の中国の高校生と交流する機会を提
供することで、両国の将来的な信頼関係の基礎を築くこ

青年招へい事業の経験を活かした、新たな事業への取り組み
中国高校生中期招へい事業を国際交流基金と共催1

図 1-1　中国高校生在籍高校一覧 表 1-1　滞在中の全日程

月 日 分類 プログラム内容
1/31（水）オ

リ
エ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン

成田空港到着（夜着）、宿舎へ移動
2/1（木） 生活オリエンテーション、歓迎会、外務副大臣表敬、参議院見学
2/2（金） 日本理解基礎講座「日本と日本人」、江戸東京博物館見学
2/2（土） 日本に関するオリエンテーション体験的日本語学習（ワン・デイ・ボランティア）
2/4（日）

体
験
留
学

各受入校へ移動（北海道、宮城、茨城、大阪、神戸、徳島、島根、福岡、沖縄）、オリエンテーション
2/5（月） 各校で留学体験（授業内容は、受入高校ごとに異なります）
2/6（火） 授業（各校）
2/7（水） 授業（各校）
2/8（木） 授業（各校）
2/9（金） 授業（各校）
2/10（土） 授業（各校）
2/11（日） 自主研修
2/12（月･祝） 自主研修
2/13（火） 授業（各校）
2/14（水） 授業（各校）
2/15（木） 授業（各校）
2/16（金） 授業（各校）
2/17（土） ホストファミリーとの歓送会（旧暦大晦日）
2/18（日）

意
見
交
換
プ
ロ
グ
ラ
ム

全国より移動（兵庫県神戸市に集合）、旧正月を祝う懇親会（旧暦元旦）
2/19（月） 兵庫県広域防災センター（兵庫県三木市）・語り部のお話、姫路城見学
2/20（火） 京都府立東宇治高校訪問、滋賀県立琵琶湖博物館見学
2/21（水） 西大和学園高校訪問、法隆寺、シャープ株式会社総合開発センター見学
2/22（木） 京都市内見学（二条城および金閣寺等）

2/23（金） 広島平和記念公園･資料館、原爆ドーム見学
広島大教授による講義およびワークショップ「平和のために出来ること」

2/24（土） 宮島見学
2/25（日）帰国

プ
ロ
グ
ラ
ム

都内視察
2/26（月） 報告会および修了証授与式、日本テレビでの収録、歓送会
2/27（火） 中国へ帰国（夕方発）

【内蒙古自治区】
● 通遼市庫倫旗第一高校
●赤峰市第七高校
●内蒙古師範大学付属高校
●フフホト市第二高校

【黒龍江省】
● ハルピン師範大学付属高校
●黒龍江省実験高校
●ハルピン市第三高校
●ハルピン市朝鮮族第一高校

【天津市】
● 天津外国語学院
　附属外国語学校

【湖南省】
● 長沙外国語学校
●長沙市雅礼高校

【重慶市】
● 重慶市巴蜀高校
●重慶第二外国語学校
●重慶市第八高校
●重慶市清華高校
●重慶市南開高校
●四川外国語学院付属外国語学校

【陝西省】
● 陝西省西安高校
●西安高新第一高校
●西安市鉄一高校
●西北工業大学付属高校

内蒙古

新疆

西蔵

青海

雲南

貴州

四川

広西 広東

黒龍江

吉林

遼寧

天津

山東

河南陝西
甘粛

寧
夏

福
建

山
西

河
北

湖北

湖
南

江
西

台
湾

江
蘇

上海

浙江重慶

安
徽
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とも目的としています。

２. 国内各地で行われた留学とホームステイ
中国の高校生たちは、到着の翌日から東京での歓迎会

や外務副大臣への表敬訪問、日本理解基礎講座の受講、
国会などの視察を行いました。そして、2月4日には全国
の受入高校に分かれ、約2週間の体験留学とホームステ
イ（一部は高校の寮生活）に臨みました。1カ月間の滞在
期間の半分を占める留学とホームステイは、この事業の
中心となるプログラムです。今回、受入に協力いただい
たのは、北海道、宮城県、茨城県、大阪府、兵庫県、徳島
県、島根県、福岡県、沖縄県の15高校（図1-2参照）で、各
校とも地元の特色を取り入れ工夫を凝らしたプログラム
を用意していただきました（表1-2参照）。
体験留学では、漢文の授業で中国の高校生が漢詩を

朗読したり、家庭科の調理実習ではそば打ちを一緒に体
験するなど、両国の生徒たちがともに学びあう授業が展
開されました。また課外活動では、スキー体験や茶道、華
道、和服の着付け、琉球舞踊など、多岐にわたる取り組
みが各地で行われました。
一行は、その後2月18日に神戸に再び集合して旧正月

を祝い、後半プログラムとなる京都、滋賀、奈良、広島の
視察、日本の高校生との交流や意見交換、日本の伝統文
化の鑑賞、広島での平和学習などを経て、高校留学で得
た知識をさらに深めていきました。

３．両国の相互理解に貢献
こうした留学やホームステイを体験した中国の高校生
からは、「日本にもう一つの故郷ができた」「今後は日中間

の架け橋になりたい」などといった感想が寄せられ、また
受入高校やホストファミリーからは、「他国の理解には交流
が大切と感じた」「中国に良い友人ができた」などの意見
が多数寄せられました。
共催の国際交流基金をはじめ多くの方々のご協力、とり

わけ受入高校やホストファミリーのご厚意、ご協力に負う
ところが多く、事業を無事に終了させることができました。
これから中国をはじめとした東アジアの青少年の交流事
業はますます活発になるものと予想されますが、引き続き、
JICEではこうした人と人との交流の橋渡しとなる役割を
担っていきたいと考えています。

４. みんなの心に思い出が残りました
 ～参加者の皆さんからのコメント

（１）離れがたい思いでいっぱいです
中国高校生　湖南省・周

チョウ・スイスイ

歳歳さん
学校での授業はバラエティに富んでいて、毎日の活動

がとても充実していました。私たちが留学体験した学校
は農業を中心とした学校で、植物、環境保護、食品、動物
の4つのコースに分けられます。私たちは学校で、茶道
や生け花、ヨーグルトやパン、デザート作りなどを学びまし
た。また、医薬品工場の見学や、実習などの時間もありま
した。中国の高校とは教育方針が大きく違っていて、予想
していた通り、日本では実際に手を動かす実践的能力を
培うことをより重視していました。
ホームステイ先での生活は、それまで想像していたよう

※日中21世紀基金：中国の高校生を中心とした若者が日本での直接の体験や生活、
交流を通じて対日理解を深め、日中両国の長期的な関係発展の基礎となる国民相互の、
特に青年間の信頼関係を醸成することを目的として設定された基金です。

沖縄県立宜野湾高等学校（沖縄県宜野湾市）
沖縄県立那覇商業高等学校（沖縄県那覇市）
沖縄県立向陽高等学校（沖縄県島尻郡）

福岡県立ひびき高等学校
（福岡県北九州市）
西南女学院高等学校
（福岡県北九州市）

島根県立出雲農林高等学校
（島根県出雲市）
松江市立女子高等学校
（島根県松江市）

徳島市立高等学校（徳島県徳島市）

土浦日本大学高等学校（茨城県土浦市）
東洋大学附属牛久高等学校（茨城県牛久市）
茗溪学園高等学校（茨城県つくば市）

仙台白百合学園高等学校
（宮城県仙台市）

北海道滝川西高等学校（北海道滝川市）

大阪府立佐野高等学校
（大阪府泉佐野市）

神戸市立葺合高等学校（兵庫県神戸市）

図1-2　日本の受入校一覧 表1-2　留学プログラムの例（北海道滝川西高等学校）

日程 内容(午前／午後）

2/4（日） 東京から移動／オリエンテーション

2/5（月） 全校集会、授業／市長表敬訪問

2/6（火） 市施設見学（科学館／動物園）

2/7（水） 授業／意見交換会

2/8（木） 授業、そば打ち／市民会館見学

2/9（金） 授業／中国語講師体験

2/10（土） 終日スキー体験学習

2/11（日） ホストファミリーと過ごす

2/12（月・祝） そば打ち体験学習／温泉体験

2/13（火） 授業／インターネット会議体験実習

2/14（水） 授業／コースター作り体験学習

2/15（木） 授業／日中郷土料理調理実習体験

2/16（金） 授業／体験留学報告会

2/17（土） 移動準備／ホストファミリーとの歓送会

沖縄県立向陽高校では、中国の高校生たちが琉球舞踊を体験し、
沖縄の文化に触れました
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な緊張した生活とはまったく違っていました。家族は私に
とても親切で、毎日食事をしながらいろいろな話をしてくれ
ました。何から何まで細かく気を配ってもらい、毎日学校
が終わるたびに、多少疲れを感じていたのですが、家に
帰って家族の温かい笑顔を見ると嬉しくなって、学校であ
った新鮮な出来事について皆に話しました。別れの日、
電車の駅で私たちは皆、離れがたい思いでいっぱいにな
りました。強い強い想いと、言葉にならない気持ちは、永
遠に忘れることのできない思い出となりました。（原文は中
国語）

（2）私たち家族にとっても、特別な２週間でした
ホストファミリー　茨城県つくば市在住･安様
「寡黙、意思が強そう、飾り気がなく、女の子というよりは

“少年”のよう…」。中国からの高校生付
フー・ルイ

端さんの第一印
象は決して悪いものではありませんでしたが、あまり自分
のことを積極的に話そうとはしませんでした。
彼女がうちに来る数日前に、実施団体からデータが送

られてきました。「興味のあるもの：茶道、華道、将棋、富
士山…」これらを頼りに2週間の計画を立てました。食事
も「好き嫌いはないし、日本らしいものにチャレンジしたい」
と言うので、刺身などの生ものはもちろんのこと、納豆や
ヤマイモなども試してもらいました。
非常に自律性の強い子で、偏食しない、日々の洗濯は
入浴のとき必ず手でする、パソコンを使うのはメールのみ、
リビングから自分の部屋に行く時間は12時を過ぎないな
ど、2週間の間、「日本の両親」として気をもむようなことは
まったくありませんでした。
とはいえ、ホストファミリーとの生活は年長者との生活で
すので、緊張もあるでしょう。そんな緊張をほぐしてくれた
のが、学校生活だったと思います。東洋大学附属牛久高

校に通い始めて2、3日経つと、家での表情も活き活きし
始めました。同級生や担任の先生の写真を見せながら、
「みんな優しく接してくれる、言葉に出さない人でも好意
が伝わってくる」と。そして、「あの子たちが中国人の私に
こんなに良くしてくれるのは、あの子たちの親も中国に敵
意を持ってないからだと思ってもいいのかな」と、学校に行
く前は日本人に受け入れられるかどうか心配していた心
の内を明かしてくれました。初めて会ったとき感じた「寡黙」
というイメージは払拭されました。感情を大きく表現する
ことはありませんが、夕食後のおしゃべりの時間などに自
分の内なる想いを言葉にするようになりました。
2週間の滞在はあっという間で、旧暦の大晦日である最

後の夜の餃子パーティーで終わりを迎えました。我が家
の2人の子供も、「おねえちゃんともう会えないの？」と何度
も聞き返していました。私たち一家にとっても特別な2週
間になりました。
帰国後すぐメールが来ました。「日本では楽しいことばか

りでした。でもそれはあくまでも訪問者として享受したもの。
自分自身の本当の幸せを手に入れる努力をこれからも続
けなければならないと思います。いずれにせよ、外にはい
ろんな世界があることを知りました。もっと勉強しなくっちゃ。
もっと高く飛んで自分の空を探すために」。

（3）帰国後も交流を続けています
福岡県立ひびき高等学校･塚本教諭
中国の高校生たちは何ごとも積極的に取り組み、この
留学体験からあらゆることを学ぼうとする態度が感じられ
ました。そのため、留学生になるべく多くの経験をしても
らえるよう留意して、計画を立てました。今回滞在した２人
の中国高校生たちはとても優秀で、ひびき高校の生徒に
もそれが十分に伝わったことと思います。
帰国後、留学生の１人の王

ワン・ユエン

源さんから、女性への暴力
に関する｢模擬国連会議｣をすることになり、彼女は日本
について発表することになったようです。そこで、日本の
女性に対する暴力の状況について教えてほしいとメール
があり、文化的背景、それに対する政府の対応や法整備、
日本の国際的対応の有無などさまざまな質問があり、そ

書道にチャレンジする周
チョウ・スイスイ

歳歳さん（左）。湖南省から来日し、島根県立出雲農林高
校に留学しました

東洋大学附属牛久高校に留学した付
フー・ルイ

端さん（右側）は、茨城県つくば市のお宅に
ホームステイしました

福岡県立ひびき高校に留学した王
ワン・ユエン

源さん（右から2番目）と翟
チャイ・モンチー

夢琪さん（左から2番
目）。クラスのお別れ会で、｢世界で一つだけの花｣を披露しました
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元気に満ちた高校生に、研修監理員も体当たり
今回のプログラムには、3人のJICEの研修監理員が高校生たちの引率

を行いました。
普段、研修監理員はJICA研修コースで、通訳や研修受入機関との調整、

手配などを行いますが、今回の相手は中国各地から集まった高校生たち。
従来の業務に加え、彼らの日常生活面の指導も大事な役割でした。また、
ガイダンスや視察先などでは、彼らに理解しやすいように、易しい内容から
難しい内容へ順を追って説明していくなどの工夫も行いました。
高校生たちと日々接していた研修監理員たちは、高校生たちが1カ月の

滞在中に感受性豊かになり、精神的な糧を得ていった変化を感じていまし
た。そして、日本の大学に留学できるよう一生懸命頑張りたいと何人もが言っていたことが忘れられない、と振り返ります。
これまでの経験を活かし、新しい形の交流事業を円滑に実施することができましたが、｢帰国後、彼らが日本を伝えるな
かでさまざまな困難にぶつかったり、周囲の反応に戸惑いを感じたりするときにフォローできる仕組みが必要｣という研修監
理員の総括は、今後の事業運営にとって重要な観点です。

広島平和記念公園で、ボランティア説明員の方の通訳
をする劉JICE研修監理員（右端）

の本格的な内容に驚きました。私にとっても良い勉強に
なりました。先日その会議は行われ、無事に発表できたと
のことでした。
学生の２人とは、現在もメールで連絡をとっていて、お

盆明けくらいに本校職員数名で、彼女たちの住むフフホト

（内蒙古自治区）と天津を訪問する計画を立てています。
現地の先生方ともお話できそうなので、継続的な交流が
できるよう話ができたら、と思っています。
このような楽しい計画がたてられるのも、留学生を受
け入れる機会をいただけたからだと感謝しています。

2006年、インドネシア国 家 開 発 計 画 庁（ 以 下、
BAPPENAS）からJICEに対し、職員研修実施の要請が
ありました。これは、人材育成支援事業の運営管理、組
織強化･連携などに関しJICEの経験と知見を吸収し自国
で応用することを目的とするものです。JICEはこの要請
を受け、人材育成支援事業の実施に関する研修を2006
年11月5日から2週間にわたり実施しました。
相手国政府の職員に事業運営の経験と知見を提供す

ることは、JICEにとってノウハウを汎用化、ツール化できる
機会ともなり、また何より双方のネットワーク強化を図る非
常によい機会となりました。

１. 人材育成支援事業に対する評価
BAPPENASはインドネシアの社会･経済開発計画に関

する企画、立案、評価を行う大統領直属の独立行政機関
に位置づけられ、開発プロジェクトに関する諸外国や国
際機関などの援助窓口機関でもあります。
またBAPPENASは、2002年度より日本政府がインドネ
シアで実施しているJDS事業でも、日イ両国政府関係者
で構成される運営委員会の委員を務め、重要な役割を果
たしています。
JICEは、これまでJDS事業を通じBAPPENASとの良

好な関係構築に努めてきましたが、今回のBAPPENAS
からの研修要請は、JICEが実施してきたJDS事業をはじ
めとする人材育成支援事業に対して一定の評価が与えら
れたことによるものと考えられます。

２. 多岐にわたる実践的な研修内容
BAPPENASに対する研修は、JDS事業の運営管理を

テーマに、2005年度に初めて実施しましたが、2006年度
はその成果を踏まえ、組織能力の向上に主眼をおいた内
容を希望する、との要請がありました。具体的には、「組
織構造および組織における各部署間連携（ワーキングメカ
ニズム）」「人事」「研修運営」および「研修をサポートする

JDS事業から広がった、被援助機関の職員への研修
インドネシア国家開発計画庁（BAPPENAS）の職員受入2

JICE東京業務室で説明を受けるBAPPENAS職員
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施設」の4項目で、2006年11月5日から17日までの2週間
にわたって5名のBAPPENAS職員を受け入れ、研修を
実施しました（表1-3参照）。
主にJICE本部で行った研修では、JICE各部署の業務
説明に加え、組織規程、事業内容および規模、中期目標、
JICAとのネットワーク、テレビ会議システムなどの紹介・
説明を行ったほか、人材育成制度や人事評価制度、研修
監理業務などについても、概略説明を行いました。また、
滞日期間を通して、毎日30分ずつ日本語研修も行いました。
「研修運営」の講座では、座学に偏らないよう、JICA東
京国際センターなどの施設およびJICA筑波国際センター
での研修コースの視察を行ったほか、課題分析のワークシ
ョップやプレゼンテーション技法指導などの参加型研修も
あわせて実施しました。

３. 帰国後の成果を期待
今回研修を受けたのは、BAPPENASで研修および人
事を担当する課長クラスをはじめとする職員5名で、どの
講義でも活発な質疑応答が行われ、問題意識の高さと課
題解決に向けた意欲を感じることができました。そして、
研修終了後のアンケートでは、特に人事評価や人材育成
制度および研修監理業務について非常に有益であったと
いうコメントが寄せられました。
今後、BAPPENAS職員がJICEで学んだことを彼らの
業務に応用し、活かしていくことが期待されます。帰国後、
BAPPENAS職員は今回のプログラムを踏まえた帰国後
の行動計画（アクションプラン）を策定･発表し、具体的な
行動への第一歩を踏み出したようです。またJICEとしても、
研修計画の取りまとめからカリキュラム作成・実施・運営、
評価までの一貫した取り組みから得られた教訓を活かし、
今後とも「人づくり協力のプロ集団」として開発途上国の
人材育成をサポートしていきたいと考えています。

JICA筑波国際センターでは図書館など施設を視察

BAPPENAS職員のコメント

■学んだ成果を活用したいと思います
JICEが実施している業務の中で、特に研修監理業務や研修実施の論理的フレームワークについての講義が最も有益で

した。できれば、研修監理の総合情報システムについて学ぶ機会があるとよかったと思います。
また、JICEの人事制度については、2つのキャリアパス（ライン職とスタッフ職）があるということを学びました。
帰国後は、研修コースを企画し、面談などで研修の進捗状況などを把握・確認（モニタリング）するシステムを確立する

計画がありますので、このプログラムで学んだ成果を活用したいと思います。
（BAPPENAS計画開発教育研修センター　シニアプランナー　グスピカ氏）

■人材育成制度に得るものがありました
人材育成計画および組織についての説明が最も有益でした。組織構造および組織における各部署間連携については、

ある程度参考にはなりますが、自分たちの組織に適用するには応用が必要と考えています。
また、人事制度についてはインドネシア政府にも評価システムがありますが、今回のJICEのプログラムは、試行段階であ
るとはいえ、評価制度における内容が個々のスタッフの評価を行う際の参考となりました。
このほか、研修運営については、人事部門はJICEのような研修を行っていませんが、参考になりました。

（BAPPENAS人事課長　テレスナ＝ムルティ氏）

表1-3　BAPPENAS職員研修のプログラム

日　程 プログラム

11/4（土） 　 移動（深夜、インドネシアを出発）

11/5（日） 　 移動（日本に到着）

11/6（月）
午前 プログラム内容の説明、全体的なブリーフィング、

JICE事務所内の案内

午後 日本語研修、JICE事業概要説明

11/7（火）
午前 日本語研修、JICE事業概要説明、JICA本部表敬訪問

午後 JICE事業概要説明

11/8（水）
午前 日本語研修、JICE組織の説明、JICAとのネットワークの説明

午後 JICE人事制度の目的、キャリアアップを見据えた職員研修

11/9（木）
午前 日本語研修、JICE研修監理事業の説明

午後 JICEの研修監理契約の説明、研修監理業務について説明

11/10（金）
午前 日本語研修、JICA東京国際センターを訪問、

JICE東京業務室による講義（トレーニング・オフィサー業務の紹介など）

午後 JICA東京国際センター館内視察、評価会見学

11/11（土） 終日 都内視察

11/12（日） 終日 自主研修

11/13（月）
午前 日本語研修、課題分析ワークショップ体験

午後 課題分析ワークショップ体験

11/14（火）
午前 JICA筑波国際センターへ移動

午後 JICEの研修監理拡充業務（直営型）について説明、
JICA筑波国際センター館内を視察

11/15（水）
午前 JICA筑波国際センターにて研修指導業務（農業）の説明、

施設内を視察

午後 都内へ移動

11/16（木）
午前 日本語研修、課題分析ワークショップ体験

午後 MTEC※1によるプレゼンテーション技法の指導

11/17（金）
午前 日本語研修、プログラム総括、歓送昼食会

午後 プログラムおよびJICEのサポートへの評価・質疑応答、
自己評価等を実施

11/18（土） 移動（日本→インドネシア）

※1：MTEC：Media Technology Education and Communicationの略称で、JICE沖縄支所に所属し
教育メディア技術研修コースを担当する研修指導員を指す。
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特集 3

日本国内の活性化・国際化に
波及する多彩な取り組み
　日本で研修員受入事業が開始されてから、半世紀以上が経ちまし
た。この間、開発途上国の研修員たちは、研修を受け入れた機関
や日本の地域社会に何を残しどのような影響をもたらしたのでしょう
か。2005年度に引き続き実施した調査の結果について報告します。

調査概要の報告
研修員受入事業が日本国内に与えたインパクトに関する調査1

自然のなかで、参加者の研修員への理解が育まれます（中部支所の事例より）

1. 調査の目的
JICEは、2005年度に行った「国際協力活動を通じて日

本人は何を学んだのか～ODA事業の国内インパクト調
査」に引き続き、2006年度に「研修員受入事業が日本国
内に与えたインパクトに関する調査」を行いました。本調
査は、研修員受入事業がそれぞれの実施機関、所属する
方々、そして地域の活性化・国際化にどのような影響を
与えたのかという観点で、北海道、八王子、中部、北九州
の4つの地域に所在する大学の先生方に調査を委託しま
した（表1-4参照）。
以下、それぞれの報告書についての概要です。

調査概要の報告

表1-4　調査委託先一覧

 実施
 地域 委  託  先

 
北海道

 北海道東海大学国際文化学部
  コミュニケーション学科 町田 佳世子 教授

  拓殖大学国際開発学部
 八王子 国際開発ベスト・プラクティス・ 佐原 隆幸 教授
  モデル研究室 

 
中　部

 名古屋大学大学院
  国際開発研究科 西村 美彦 研究室

 北九州 北九州市立大学都市政策研究所 木村 温人 教授
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2. 各報告書の概要
（1）北海道

「地域貢献としての研修員受入概要」
今回の調査で町田教授は、社団法人滝川国際交流協
会、江別市役所と財団法人江別市国際交流推進協議会、
また地域住民の代表として滝川で技術研修を受け入れ
たり、専門家として現地に派遣された農業者の人々等を
対象として調査を行いました。その結果、これまでの姉妹
都市交流を軸にした国際交流と異なり、研修員受入を国
際貢献と地域振興という２つの目的に供する事業にし、か
つ国際交流の新たな展開につなげている事例のあること
が判明しました。すなわち、異文化体験に特有の「自分た
ちを相対化し自分たちの本当の価値に気づく」という方策
を地域産業に持ち込むことにより、従来型の地域振興策
とは違った方法でその産業に従事する人々の閉塞感をぬ
ぐい去り、自信の回復につなげていること、また国際交流
施策にも新たな活力と財政的なメリットをもたらしているこ
とがわかったのです。
町田教授は、これらのことをもたらす条件について以下

の事柄や視点が必要だと整理しています（囲み1参照）。

こうして、国際貢献である「研修員受入」は、同時に国
内では地域貢献の事業となり得る、また、双方向的・互恵
的な国際協力のあるべき姿の1つとなり得ると締めくくって
います。

（２）八王子

「研修員受入事業により活性化される
受入組織についての考察」

今回の調査で佐原教授は、財団法人結核予防会 結核
研究所や国立身体障害者リハビリテーションセンターなど
の5つの研修員受入実施機関への調査を行い、いくつか
の事例を挙げながら個人へのインパクト、組織へのイン
パクト、地元受益者へのインパクトを以下の通り整理して
います（囲み2参照）。
これらのインパクトを横断的に比較してみると、個人レ
ベルへのインパクトはどの組織にも現れますが、組織レベ
ルおよび地元受益者へのインパクトについてはその現れ
方が異なってきます。その重要な要因として、実施団体側
の「気付き」の能力、受入の効果を組織の活性化につなげ

ていこうとする現場の意欲、およびこれを許容し積極的に
推進する経営者側のリーダーシップが挙げられます。また、
研修員受入のインパクトを組織の存在意義や存続など自
組織の強化に結びつける潜在的な動機を有している団体
は、組織レベルでのインパクトが現れやすいといえます。
今回の調査により、研修事業で累積した人脈をより活

用することがODA資源の費用効果を高めるうえで不可
欠であり、その活用そのものが、受入組織自体に大きな利
点をもたらすことが望ましいことが明らかとなりました。ま
た活用の巧拙の背景として、活用しようとする意欲の強
弱が作用していたことを考えれば、自己改革に意欲の高
い組織を選んで、研修員人脈のさらなる活用を促す支援
策を講じることが重要であるとの指摘がなされました。

（３）中部

「名古屋・中部地区における調査から」
今回の調査で西村研究室は、まず名古屋地域におけ

る国内研修の経緯について以下のように整理しています。
1961年に全国3カ所で国際研修施設が開設されたなか
で、名古屋国際研修会館がそのうちの１つであったことが、
名古屋・中部圏における研修員受入事業が始まった経緯
です。特に、この地域では、民間の事業体、特に中小企
業が技術を開発途上国に移転するという積極的な意思
があり、この事業を通して地方都市の活性化を図ろうとし
ているなかに同施設が設立されたことが特徴的です。
JICA中部国際センター所轄の研修受入機関全30機関

にアンケートを行い、いくつかの機関にインタビューを実施
して明らかとなった名古屋地区での研修員受入事業が与
えたインパクトの主な特徴を、以下の通り整理しています
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（囲み2）

個人へのインパクト
①自己の業務を広い観点から理解した
②日本の業務の暗黙の前提となっている大切な
事項を再認識した

③外国語による業務の説明能力が向上した

組織へのインパクト
①組織内のコミュニケーションが向上した
②関係機関から技術に関する新知識を得る契
機となった

③関連団体との連携の強化の契機となった
④組織の国際化に役立った

地元受益者へのインパクト
①研修で教えている内容が、国内の業務に応用
されサービス向上につながった
②地元受益団体を国内外へ宣伝する効果があ
った
③地元受益者の視野を広げる効果があった

（囲み1）

国際貢献と地域振興を目的とした
研修員受入の条件
①受入の目的は何か
②受入の中心となって働ける人（人々）がいるか
③受入から引き出された開発途上国との交流や
協力の関心を維持し広げていくことができるか

31728p1-p16-1k.indd   1331728p1-p16-1k.indd   13 07.11.1   10:56:36 AM07.11.1   10:56:36 AM



14

特
集
3　

日
本
国
内
の
活
性
化
・
国
際
化
に
波
及
す
る
多
彩
な
取
り
組
み

（囲み3参照）。

（４）北九州

「北九州市における
研修員受入事業の実態と展望」

今回の調査で木村教授は、財団法人北九州国際技術
協力協会（KITA）を中心として調査を行い、北九州市に
おける研修員受入事業を考察しました。KITAは研修の
現場である市内協力企業等への「仲介機関」として、発
足以来3,000名を超えるJICA研修員を受け入れており、
JICA九州国際センターが研修を委託する研修員のうち
40％強を受け持っている計算となります。このKITA以外
でも、研修員受入の「仲介機関」として財団法人アジア女
性交流・研究フォーラムなどの活動状況や研修員に実際
の技術研修のほか交流プログラム実習などを行っている
「研修協力機関」として、北九州市環境局環境経済部環
境国際協力室などの事例が挙げられました。
調査結果としては、基本的には公共機関、民間企業グ

ループは、研修員に対して自らを「教える」立場として自覚
し、日頃の自己の研鑽を「国際的ボランティア精神」により
貢献している意識から「自然体で協力している」と答えて
います。一方、市内諸団体、教育・研究機関グループは、
研修員との交流を強く意識し、自らは「学ぶ」立場として自
覚し、なにがしかを学びとることと同時に、自らをいかに表
現するかに腐心している姿勢が強く感じられました。
「活性化」の切り口では、地域の街のイメージづくりに
研修員の存在は不可欠な存在として「街の活性化」に大
きな影響を与えているといえます。ある企業担当者は、「北
九州市が環境国際協力を一生懸命やっており、人的交流
を本気で続けているから進出した」と言っており、こうした
「人的交流」が街の「活性化」に寄与していると解釈でき
ます。

今回の調査により、北九州市での今後の研修員受入事業
の発展の条件を、以下の通り整理しています（囲み4参照）。

３. 各地域の事例
これらの調査の舞台となった地域の所管支所から、さら
なる交流の広がり、街の活性化や国際化などに結びつい
た事例を紹介します。

（1）JICE中部支所の事例

研修員に教え、研修員から学ぶ
静岡県のJR富士宮駅から車で20分ほど離れた芝川に

本拠地を置くNPO法人「ホールアース自然学校」は、子ど
も、学生、若者を対象にしたキッズキャンプ、熱気球、カヌ
ー、富士山周辺のトレッキングなどさまざまな自然体験活動
を企画しています。この自然学校の運営スタッフは20歳代、
30歳代が中心で、欧米の留学経験者もいます。
この自然学校で2003年から始まった「自然体験を通した
環境教育トレーニング」では、環境教育に従事する中学校
教員、環境省の専門技官、教員養成大学の講師、野生公
園の学芸員などさまざまな分野の研修員が参加しています。
実は受入先にとって、欧米から10歳代のボーイスカウト

を受け入れた経験はあったものの、開発途上国の研修員
との接触は初めてのことでした。そして研修員の年齢は

（囲み3）

中部地域・名古屋におけるインパクトの特徴
①名古屋市の国際化政策に貢献し、センター開
設以降の他の国際関係組織、機関の設立に
インパクトを与えた
②研修を実施した企業の国際化に貢献し、海外
との交流のきっかけをつくった
③市民の国際化、他の組織への国際化に貢献
し、これが海外との交流のきっかけをつくった
④地域の国際化推進のODAとしての中心に位
置づけられて、ODAによる国際協力として地
域の国際化推進の役割を果たし多くの形の
国際化活動が形成された

⑤国内研修を通してセンターと地元の住民との
交流が進み、センターに住民が訪れ、研修員
との交流を図ることなど、地域の国際交流推
進の拠点となっている

（囲み4）

北九州市での今後の研修員受入事業の
発展の条件
①情報通信技術の活用による研修の改善や地
域による研修員の帰国後のフォローアップ＝ネ
ットワーク化
②事業のさらなる継続的発展を目指すうえで、資金
源の多様化という視点を盛り込むことも必要

参加者の輪に加わり、自然保護について説明を受ける研修員
（中部支所の事例より）
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高く、滞在期間も2週間以上で、最初は対応にかなり戸惑
っていたようです。しかし回を重ねるうちに、日本人が従
来から持っている「外人」という、一種の特別視的なイメー
ジも解け、さらには研修員の出身地域、文化、宗教につい
ての理解も生まれました。例えば、イスラム圏の研修員
に対して、お祈りの時間・場所を提供し、ラマダン（断食）
中であれば宿泊ホテルで食べられるようにお菓子を包む
など、配慮をしました。また、研修員の出身国の環境課題
およびニーズに合った研修項目も組み込まれ、現在は交
流だけでなく研修という視野の広い国際協力が実施され
ています。
研修カリキュラムには資源（技、伝統）の継承と活用によ

る村おこし、観光資源を持続的に利用するエコツーリズム
もあり、研修員は地域の伝統文化（紙すき、そばうち、竹
細工、秋祭り）を体験することができます。「そば粉の練り
方が巧い」と指導する地元の人を感心させたのはガーナ
の女性の大学講師でした。残念なことに自作のそばの味
は「のびたゴムみたい」と不評でしたが、全員がそば打ち
には興味津々でした。また婦人会の踊りと子どもたちのお
囃子の練習を見学したとき、地元の人たちは普段より熱
が入った稽古振りで、本番の祭りの夜には、沿道に顔見
知りの研修員を見つけると踊りの輪に誘い一層盛り上が
りました。竹細工の先生も研修員が熱心に作業して自作
の作品に喜ぶ顔を見て、「いろいろな国の人に楽しんでも
らえて、やりがいとなる」と満足した表情が印象的でした。
他にも村の小中学校の訪問があり、総合的な学習の時
間を利用して研修員が各学年のクラスで、国の紹介や環
境問題（砂漠化、海面の上昇、ごみ問題など）を話した後、
研修員が考案した環境ゲームを全員で行いました。ゲー
ムはアイスブレーキング（打ち解け）の狙いがあり、触れ
合う交流では眼を輝かせた子どもたちが研修員の民族
衣装に触り、興奮気味の歓声が会場に響き、文字通り｢打
ち解け｣の狙いが達成されました。子どもたちにとってア
フリカ、南米、オセアニア、アジアという地図上の地域の

国々がぐっと身近な存在になった瞬間ではないでしょうか。

（2）JICE九州支所の事例

研修員との交流を通じて街の国際化
JICA九州国際センターに滞在する研修員は、同センター

があるJR八幡駅周辺の国際化に大いに貢献しています。
日本語研修の一環として行う館外学習では、街中で市
民に簡単な質問をする会話練習を行います。八幡駅の
隣にあるJR黒崎駅周辺では、人の往来が八幡駅周辺より
も格段に多いのにもかかわらず、会話に応じてもらえない
ケースが目立つのとは対照的に、八幡駅周辺での市民の
反応は総じて良好であり、逆に市民が研修員へ積極的に
話しかけることも珍しくはありません。日頃から研修員を
見慣れているため、研修員（＝外国人）とのコミュニケーショ
ンを普通に受け容れられる市民が増えた結果だと思わ
れます。
研修員は、日本語研修で修得した基礎的な日本語を頼

りに、地域での生活を展開します。そんな八幡駅周辺に
八幡祇園町銀天商店街があります。ここは研修員が好ん

で出かけるアーケード商店街であり、JICA九
州国際センター設立以来、多くの研修員に接
してきた経験を活かした親しみのあるサービ
スにより、研修員には根強い人気があります。
2005年に、地域活性化のために同商店街が
運動会を開催した際には、JICA研修員を地
域の一員として歓迎する商店街がセンター
に研修員の参加を強く要望し、みごと市民と
の交流が実現しました。当日はアーケードの
下でムカデ競争などの競技が繰り広げられ、
中国、スリランカ、タンザニアなどJICAの研
修員を中心に構成されたJICAチームが市
民とともに奮闘しました。会場ではさまざまな
国の研修員の民族衣装も披露され、大好評
を博しました。

地元商店街の運動会に、地域の一員として研修員が参加
（九州支所の事例より）

市民とともに競技に奮闘する研修員（九州支所の事例より）
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1. 海外での主な事業

JICEが2006年度に国内外で実施した社会貢献事業を含む主な自主事業について次のとおり紹介します。

国内外で展開する自主事業
2006年度事業実績2

事業名 実施日 依頼主/実施場所 内　容 担当部署

エッセイコンテスト 6月 ラオス教育省と共催 第5回ラオス高校生エッセイ・コンテスト特選受賞者日本招へい 開発業務部

イベント後援 3月10日 在ラオス日本大使館 日本語スピーチコンテスト後援 開発業務部

2. 日本国内での主な事業

事業名 実施日 依頼主/実施場所 内容 担当部署

JICE講座
4月12日-7月31日（毎水曜日） 北海道教育大学 北海道教育大学との協定に基づき、国際理解講座の一環として

前期JICE講座（2006年4月-8月､全15回）に講師を派遣 北海道支所

10月4日-1月31日（毎水曜日） 北海道教育大学 北海道教育大学との協定に基づき、国際理解講座の一環として
後期JICE講座（2006年10月-2007年1月､全15回）に講師を派遣 北海道支所

講師および
研修監理員
派遣

4月18日 神戸税関 「神戸税関外国語弁論大会」へ審査員を派遣 関西支所（兵庫）

5月19日 大阪府茨木市立北中学校 講師を派遣 関西支所

6月27日 獨協大学 「全学総合講座:国際協力の理念と実践」に講師を派遣 総務部/研修監理部

7月3日 神戸大学農学部 講師を派遣 関西支所（兵庫）

9月25日 島根県松江市役所 講師を派遣 総務部/中国支所

10月12日 神戸市立本山第三小学校およびJICA兵庫国際センター 「JICA兵庫国際出前講座」へ講師を派遣 関西支所（兵庫）

10月18日、11月1日 埼玉県立不動岡高等学校 「異文化理解授業」へ講師を派遣 総務部
国際交流部

10月31日 JICA大阪国際センター/立命館大学理工学部 講師を派遣 関西支所

11月7日-2月26日（毎月曜日） 帯広畜産大学 同大学のスペイン語講座に講師を派遣 北海道支所

3月6日 北九州市環境局 「効果的な国際研修の進め方と配慮すべき点」について講義 九州支所

職場訪問

5月17日 秋田県八郎潟町立八郎潟中学校 修学旅行の職場訪問受入 総務部/国際交流部
/研修監理部

5月31日 愛知県蒲郡市立形原中学校 修学旅行の職場訪問受入 総務部/開発業務部
/研修監理部

6月7日 神戸市およびJICA兵庫国際センター 兵庫県が中学生を対象に実施している「トライやる・ウィーク」にJICA兵庫国際
センターが受け入れ協力しており、その一環として中学生の職場訪問受入 関西支所（兵庫）

1月26日 八王子市立第一中学校 職場体験学習として職場訪問受入 総務部

イベント後援

6月13日-6月14日 島根県高等学校国際教育研究協議会 英語弁論大会島根県予選後援 中国支所

8月24日 全国国際教育研究協議会 全国国際教育研究大会長野大会（高校生英語弁論大会、
留学生日本語弁論大会）後援 総務部/中部支所

9月24日 松江市役所 「ヘルンをたたえる青少年スピーチコンテスト」の後援 総務部/中国支所

9月25日-12月22日、3月10日 JICA 「国際協力中学生・高校生エッセイコンテスト」後援 総務部

9月30日-10月1日 グローバルフェスタ2006事務局 JICEブース出展 総務部

10月7日-10月8日 西条酒祭り実行委員会 JICEブース出展 中国支所

11月11日 国際協力キャリアフェア実行委員会 JICEブース出展 総務部

2月3日-2月4日 ワンワールドフェスティバル実行委員会事務局 JICEブース出展 関西支所

2月9日-2月14日 帯広市十勝インターナショナル協会 JICEブース出展 北海道支所（帯広）

研修員受入 11月4日-11月18日 インドネシアBAPPENAS BAPPENAS職員5名への研修 国際交流部

インターン受入 8月14日-8月25日 沖縄大学 学生1名インターン受入 沖縄支所

国際交流 7月14日 帝塚山学院中学校 国際理解教育週間の行事および総合学習の一環として交流会実施 関西支所

その他 10月23日-10月26日 北海道教育大学 北海道教育大学が招へいしたザンビア国立大学研修者の
研修実施にあたり、JICEがコーディネーションを実施 北海道支所

調査
2006年4月～10月

研修員受入事業が日本国内に与えた
インパクトに関する調査

調査の実施
総務部

2007年1月～3月 報告書作成
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国際大学国際経営学研究科在籍中のJDS留学生による研修視察（東京証券取引所にて）
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独立行政法人国際協力機構（以下、JICA）の研修員

受入事業は、わが国が有する知識・経験や技術を伝え、

開発途上国の国造りに役立てることを目的として、海外

から研修員を受け入れ、日本国内での研修（本邦研修）

を実施する事業です。この事業は各省庁や政府開発援助

機関などでも実施されており、わが国の技術協力におい

て非常に重要な役割を果たしています。

JICEが行う研修監理事業は、これらの機関が行う研

修員受入事業において、以下に述べる業務を受託して行

うものです。

１．技術研修の運営・調整

（１）現場支援・進捗管理

研修運営は、研修現場においてJICEの研修監理員

（コーディネーター）が関係者（国際協力関係団体・研

修員受入先・研修員）間の調整や通訳などの現場支援を

行い、また事務局スタッフが研修計画および到達目標に

沿った研修コースの進捗管理を行います。

JICEには2007年３月31日現在、全国で延べ約1,500人・

29言語にわたる人材が研修監理員として登録していま

す。年間8,000人以上の研修員を受け入れるJICA研修員

受入事業などにおいて、2006年度は24言語の研修監理員

が研修運営に携わり、研修の総合調整や研修員と講師と

のコミュニケーションの支援を行いました。また、研修

監理員は研修現場で培った経験と知見を活かし、国際交

流部（現・留学生部）が実施する留学生等支援事業や青

年招へい事業などにも従事しました（表２-１参照）。

2004年度からは、東京および一部の支所において、コ

ースの企画からより効果的な研修実施に向けての提言に

至るまで業務範囲を広げた形での受託業務（研修監理拡

充業務）を行い、さらに2005年度には同業務実施支所を

拡大、2006年度には実施コース数が増加しました。この

業務の実施にあたっては、過去30年近くにわたり蓄積し

てきた研修監理事業の経験を活かして、効果的な研修の

事業概要

2006年度の事業概要・実績

登録言語
英語
スペイン語
中国語
ロシア語
フランス語
インドネシア語
ベトナム語
タイ語
ポルトガル語
モンゴル語
カンボジア語
マレー語
アラビア語
ラオス語
トルコ語
ダリー語
セルボ・クロアチア語
ミャンマー語
ペルシア語
ベンガル語
ルーマニア語
ポーランド語
イタリア語
韓国語
ブルガリア語
シンハリ語
ネパール語
スロバキア語
ディベヒ語

合　計

2002年度
47,236.5
5,603.5
4,529.0
2,644.5
1,850.5
1,961.0
2,070.0
1,047.5
583.5
539.5
534.5
477.5
161.0
249.0
233.0
30.0
110.0
41.5
95.0
0.0
0.0
0.0
0.0
2.0
0.0
0.0

33.0
30.0
0.0

70,062.0

2003年度
49,141.5
6,254.5
4,341.5
3,119.5
2,020.5
2,053.0
2,003.5
1,196.5
581.0
336.0
535.0
391.0
210.5
478.5
142.5
138.5
65.5
83.0
94.0
0.0
48.0
12.0
0.0
0.0
39.0
0.0
0.0
0.0
9.5

73,294.5

2004年度
50,137.5
5,556.0
3,881.0
2,828.0
2,378.0
1,993.5
2,069.0
1,175.0
660.5
456.5
570.5
389.5
222.5
489.0
249.5
16.0
81.0
78.5

135.0
32.5
24.0
17.5
0.0
4.0
50.0
3.0
0.0
0.0
0.0

73,497.5

2005年度
42,814.5
4,433.0
3,431.0
2,738.5
2,020.0
1,961.5
1,580.0
890.0
493.0
479.0
497.5
324.0
387.0
583.5
171.0
146.0
137.0
50.0
95.5
47.0
41.0
7.5
0.0
9.0

42.0
0.0
0.0
0.0
0.0

63,378.5

2006年度
40,270.0
4,276.5
3,244.0
2,567.0
2,416.0
1,491.0
1,462.5
953.0
450.5
447.5
446.5
411.5
309.5
279.0
192.5
173.0
114.0
105.5
105.0
64.5
32.0
22.0
7.0
6.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0

59,846.0

表2-1 研修監理員　言語別稼働日数の推移 （単位：人日）
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契約先
JICA東京国際センター
JICA八王子国際センター
JICA筑波国際センター
JICA大阪国際センター
JICA兵庫国際センター

計

2003年度
45
0
0
0
0
45

2004年度
179
32
49
0
0

260

2005年度
447
41
157
20
26
691

2006年度
575

－
163
47
37
822

表2-2 研修運営業務（進捗管理）実施コース数の推移

※JICA八王子国際センター・JICA大阪国際センター・JICA兵庫国際センターは集団型コース、
JICA筑波国際センターは個別型コースを実施

※JICA八王子国際センターは、2006年３月末で閉館

JICA研修

その他研修

対面方式
遠隔方式（「JICA-Net」）

合計

2002年度
16,312

0
16,312

542
16,854

2003年度
14,323

156
14,479

304
14,783

2004年度
11,855

189
12,044

270
12,314

2005年度
10,344
96.5

10,441
220

10,660.5 

2006年度
7,375

0
7,375
805

8,180

表2-3 日本語研修実施時間数の推移 （単位：時間）

（単位：コース数）

内　容
日本の歴史・文化
日本の社会・人々
日本の政治・行政機構
日本の経済
日本の教育
日本語の構造と体系
日本語の特色からみた日本人と社会

表2-4 2006年度オリエンテーションの
主な内容

表2-5 2006年度福利厚生業務の主な実施内容

各地バスツアー
学校訪問

いけばな教室、茶道教室、着物・ゆかたショー／着付け体験、囲碁、三
線教室・琉球舞踊紹介、折り紙クラス、書道

夜間コンピュータ教室、各種音楽コンサート、青年海外協力隊員との語
学交流会、クッキングパーティー、リラクゼーションプログラム

テニススクール、バレーボール、バスケットボール、フットサル、弓道、
卓球、ジャザサイズ

ホームステイ・ホームビジット、運動会、国際協力・交流フェスティバ
ル、グローバルフェスタ、もちつき大会、桜祭り、七夕祭り、収穫祭、
ひな祭り、わっしょい百万夏祭り、ウミガメ放流会、浦添てだこ祭り
余暇の過ごし方に関する相談受付・助言・情報提供
『JICA TOKYO MONTHLY』の編集・配布

形態
視察
交流

文化活動

スポーツ

催し物参加

インフォメーション・デスク
情報誌

日本文化紹介

その他

業務

企画・実施

情報提供

実施に寄与しています（表２-２参照）。

（２）日本文化の理解促進

来日した研修員が日本の技術や知識を学ぶ際に、日本

語学習や日本人との交流を通じてその背景となる日本の

歴史・文化・社会などを理解することは非常に重要で

す。JICEは、日本語研修（表２-３参照）や日本の文

化・社会などに関するオリエンテーション（表２-４参

照）、生け花や茶道などの伝統文化体験やホームステイ

などの福利厚生業務（表２-５参照）を実施し、日本に

対する理解を深めることを通じて研修効果を高めること

に貢献しています。

日本語研修においては、JICAの技術研修員および長

期研修員に対する講習や、JICA以外の機関の受入研修

生、留学生に対する講習を行いました。その中には民間

企業が受け入れた研修生への講習も含まれ、これまで培

ってきたノウハウを活かし、ニーズに応じた個別カリキ

ュラムによる「習ったらすぐ使える日本語」を指導しま

した。

（３）研修員の傷病への対応

来日した研修員は、慣れない環境のなか体調を崩した

り、思わぬけがを負ったりすることがあります。体調不

良やけがによって研修に支障を来たさないように、受診

の際に研修監理員が病院に同行したり、診察時の通訳を

行うなど、研修員が安心して適切な治療を受けるための

補助や健康面のケアを行いました。

２．技術研修の指導等

（１）研修指導、研修等企画・実施

JICA沖縄国際センターが実施する視聴覚・教育メデ

ィア技術研修コースにおいて、JICEの研修指導員がカ
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指導分野

農業

視聴覚技術

2002年度

15

3

2003年度

12

4

2004年度

9

7

2005年度

3

4

2006年度

3

3

表2-6 研修指導業務のコース数の推移
（単位：コース数）

2002年度

65

2003年度

62

2004年度

70

2005年度

55

2006年度

60

表2-8 研修等企画・実施業務のコース数の推移
（単位：コース数）

指導分野

農業

視聴覚技術

研修コース名

稲研修Ⅱ

持続型営農機械化システム

かんがい排水・農村開発

マルチメディア利用による
普及啓蒙活動の理論と実践

教育・普及活動のための
デジタルビデオ教材制作

教育のためのマルチメディア応用技術（2005年、2006年）

表2-7 2006年度研修指導業務　実施コース

リキュラム作成から実際の指導までを行っています。研

修員が日本で学んだ技術を母国で活用・普及させるため

に、研修指導員は開発途上国が抱える課題、教育・訓練、

普及分野などにおけるコミュニケーションデザインのた

めの効果的なメディア（ビデオ、ポスター、チラシなど）

の作成技術・方法、活用方法などについて指導しました。

そのほか、JICA筑波国際センターが実施する農業分野

の研修コースにおいても同様にJICEの研修指導員が指

導を行いました（表２-６、表２-７参照）。

これらの研修コースに加えてJICEは、研修監理事業

を通じて築いたネットワークを活かし、外部専門家の協

力も得て、2006年度においては計60の研修コースなど

（表２-８参照）について企画から実施までを行い、うち

JICA以外の機関から受託したものは27コースでした

（表２-９参照）。

一橋大学政策大学院アジア公共政策プログラムは、国際通

貨基金（IMF）の資金による留学生受入事業です。JICEは、

2001年度から同プログラムの中で来日後の日本語講習を

受託しています。

本講習は短期間ですが、大学院の1年次、2年次に年2回

ずつ実施され、「生活に役立つ日本語会話」に加え、「日本

の礼儀、生活習慣を理解し、IMFの留学生に相応しい言語行

動ができる」ことを目標としています。日本で学び、日本

を十分に理解した人材として帰国後活躍してもらいたいと

いう大学の期待も大きく、初級の日本語ではありますが、日

本理解を講習の中に盛り込んでいます。

基礎的な日常会話に加え、留学生が一人の社会人として

一橋大学IMF留学生への日本語講習

T O P I C S

場に応じた適切な言葉遣いや立居振舞いができ、日本社会

で良い人間関係が構築できることに配慮したカリキュラム

を組んでいます。留学生は日本語と日本人の習慣を理解し、

興味を持ち、楽しんで日常生活の中で「感謝や謝罪」「丁寧

な依頼」を実践するようになります。例えば、ご馳走にな

った場合、その場でお礼を言い、後日会ったら、もう一度

お礼を言うなどの紹介に興味津々な様子です。

大学からは、日本語講習を受けることにより留学生の言

葉遣いや立居振舞いが丁寧で適切なものになり、成果は大

きいと評価をいただいています。JICEの日本語講習が目的

に合わせ柔軟に行われている例です。

また、JICEは、「JICA在外事務所ナショナルスタッフ

ワークショップ」への支援およびJICA帰国研修員への

フォローアップ事業への支援として、帰国研修員成果事

例調査分析業務、JICAホームページ上のポータルサイ

ト「帰国研修員ナレッジ・ネットワーク」（英語仕様）

の設計および開発業務を実施しました。さらに、JICA

が招へいする海外マスコミ記者（８カ国）の招へい業務

も受託しました。

（２）教材手配

研修内容のより深い理解のためには、質の高いテキス

コース名

経済政策セミナー他11コース
（インフラストラクチャー管理学修士課
程学生JICA集団研修参加）

日台技術協力／消防機関の特殊災害対応

日台技術協力／冷凍空調産業の発展および施策

日台技術協力／高分子品の品質評価
および事故原因調査

電気通信技術研究者受入（5カ国）

クウェート大学サマープログラム

ベトナム下水道政令検討委員会プログラム

カタール石油新入社員研修

東京都アジア技術者育成事業

埼玉県中国山西省農業技術者研修

化学兵器禁止機関（OPCW）
アソシエート計画日本企業研修

語学交流会（JICA駒ヶ根・JICA二本松）

契約先

国立大学法人横浜国立大学

台北駐日経済文化代表処

総務省

財団法人中東協力センター

財団法人下水道業務管理センター

財団法人社会経済生産性本部

東京都

埼玉県

社団法人産業環境管理協会

社団法人青年海外協力協会

表2-9 2006年度　JICA以外の機関からの主な研修な
ど企画・運営業務　実施コース
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トの作成は重要です。JICEでは、JICAが行う研修で講

師などが作成するテキストや資料の翻訳・印刷・製本ま

での手配を行い、また必要に応じて英文書籍などの調達

なども行っています。2006年度はJICA研修908コースで

使用する教材を手配しました（表２-10参照）。

３．研修員の来日・日本滞在のための手続き

研修員が来日して研修を終え帰国するまでには、さま

ざまな手続や日本滞在のための情報提供などが必要で

す。これらを滞りなく行うことは、研修を円滑に実施す

るための基本であり、確実かつ効率的な実施が求められ

ます。JICEは、年間8,000人以上のJICA研修員や他の国

際協力団体などが受け入れた研修生に対して、日本入国

査証（ビザ）取得のための書類作成・航空券手配・滞在

費支給、日本での生活環境についての説明、国内移動手

段・宿泊施設の手配などを行っています。

（１）受入手続および企画相談業務

2005年度よりJICAでは、国別課題別アプローチおよ

び現場主義の強化の一環として、それまで国内事業部が

一元的に管理してきた本邦研修事業が再編され、地域部、

課題部および在外事務所に本邦研修の企画・予算面での

2002年度

714

2003年度

963

2004年度

915

2005年度

867

2006年度

908

表2-10 教材手配コース数の推移
（単位：コース数）

2005年度に調査団の相互訪問を行い、研修を軸とした

パートナーシップ作りに向けて前進してきた韓国国際交流

推進協会（INEPA）とJICEですが、2006年度はさらに

その具体的実現に向け、4月11日から15日にかけて

INEPA朴理事長が、また同年10月18日から21日にかけ

てはJICE諏訪理事長がそれぞれの組織を訪問しました。

朴理事長は4月の日本訪問の際の、JICA関係各部幹部と

の意見交換をとおして、JICEがJICAにとって必要不可欠

な存在になっていることが強く印象付けられたと語り、

「INEPAも韓国国際協力団（KOICA）との関係において同

様の関係構築を目指したい。また、そのためにも、JICEの

知識・経験を一層習得したい」との希望がありました。

10月に諏訪理事長がINEPAを訪問した折には、かねてか

ら議題に挙がっていた人材交流について、近々にJICEが

INEPAから若手職員をインターンとして受け入れる方向で

韓国国際交流推進協会（INEPA）朴理事長とJICE諏訪理事長とが相互訪問

T O P I C S

具体化し、調整を進めることを双方で確認しました。また、

諏訪理事長はINEPAへの訪問を終え、「KOICAとINEPAの

訪問を通じ、日本の技術協力の原点をあらためて想起させら

れた」と総括しました。

INEPA朴理事長（右）を表敬するJICE諏訪理事長（左）
（KOICA国際研修センターにて）

権限が委譲されるとともに、JICA国内事業部は全体を調

整する体制に変わりました。また、同時に、国内事業部

は関係各部および在外事務所に分散された本邦研修事業

の実施促進や受入手続の一元管理を目的として、「受入

支援センター構想」を打ち出しました。このようなJICA

の変化を踏まえ、JICEはこれまでの研修監理業務の知

見と経験を活かして、同センターでの研修員の受入手続

の一元化とJICA各部および在外事務所の研修コース立

案をサポートするために受入業務室を発足させました。

受入業務室では、受入手続のより一層の効率化を図る

とともに、企画相談業務では研修監理業務を通じて蓄積

した研修実施機関や講師、受入先などの研修実施のため

のリソースを集約してJICAの研修関係者に提供し、本

邦研修の効果的実施に貢献し、研修コースに関するあら

ゆる相談の受付、案件形成のためのサポートを実施して

います。

（２）ブリーフィング

日本滞在に必要な書類などの受け渡しを行うととも

に、研修員が日本での生活に適応し、研修効果を上げら

れるよう、日本での滞在に必要な情報の提供を来日時に

行っています。

（３）研修における移動の手配

研修員の研修先への移動や研修旅行を円滑に行うた

め、交通機関の切符手配や旅費振込などを行っています。
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留学生支援無償事業（Japanese Grant Aid for Human

Resource Development Scholarship 以下「JDS」）は、わ

が国の無償資金協力対象国において、経済社会開発の計

画立案や実施に関わり、21世紀の指導者となることが期

待されている優秀な若手行政官、実務家および研究者な

どの人材育成を目的として1999年度から開始されたプロ

グラムです。本プログラムを通じてわが国に受け入れら

れる留学生は、日本の大学院で専門的な知識の修得や人

的なネットワークの構築を行い、母国の社会経済開発上

の課題を実践的に解決する知識を持つ人材として活躍す

ることが期待されています。

JICEは、本事業を実施する11カ国＊1（ウズベキスタン、

ラオス、カンボジア、ベトナム、モンゴル、バングラデ

シュ、ミャンマー、中国、フィリピン、インドネシア、

キルギス）の政府の実施代理機関として、留学生の募集

選考から来日準備、来日後の生活支援ならびに帰国に至

事業概要

（１）留学生支援無償事業

表2-12 留学生　国別・年度別来日人数実績の推移

選考年度
来日年度

ウズベキスタン
ラオス
カンボジア
ベトナム
モンゴル
バングラデシュ
ミャンマー
中国
フィリピン
インドネシア
キルギス

合計

1999年度
2000年度

20 
20 

40 

2000年度
2001年度

19 
20 
20 
20 

79 

2001年度
2002年度

19 
20 
20 
30 
20 
29 
14 

152 

2002年度
2003年度

20 
20 
20 
30 
20 
19 
19 
42 
19 
30 

239 

2003年度
2004年度

20 
20 
20 
30 
20 
20 
20 
43 
20 
30 

243 

2004年度
2005年度

20 
20 
20 
30 
19 
20 
20 
41 
20 
30 

240 

20 
25 
25 
33 
20 
20 
30 
43 
25 
30 

20 
25 
25 
35 
20 
20 
30 
48 
25 

20 

各国計
（人）
158 
170 
150 
208 
119 
128 
133 
217 
109 
120 
20 

1,532

7期生
7期生
6期生
6期生
5期生
5期生
5期生
4期生
4期生
4期生

8期生
8期生
7期生
7期生
6期生
6期生
6期生
5期生
5期生

1期生

国名

ウズベキスタン 7期生

ラオス 7期生

カンボジア 6期生

ベトナム 6期生

モンゴル 5期生

バングラデシュ 5期生

ミャンマー 5期生

中国 4期生

フィリピン 4期生

インドネシア 4期生

対象分野

法律、公共政策、経済、経営、農業、ICT＊１、工学（6分野）

法律、行政、経済、経営、農業･農村開発、教育、医療行政、工学（8分野）

法律、行政・公共政策、経済、国際関係、農業・農村開発、ICT、都市基盤整備、教育・
教育行政、医療行政（9分野）

法律、経済、経営、農業･農村開発、ICT、環境政策（6分野）

法律、行政･公共政策、経済、経営、ICT、教育行政、医療行政、環境政策（8分野）

行政・公共政策、経済、ICT、医療行政、教育行政、環境政策（6分野）

法律、行政・公共政策、経済、経営、国際関係、農業･農村開発、ICT（7分野）

法律、公共政策、経済、経営、国際関係、医療行政（6分野）

行政・公共政策、経済、経営、ICT（4分野）

法律、行政・公共政策、経済、経営、国際関係、ICT（7分野）

表2-13 2006年度来日留学生　国別対象分野

＊1：ICT：情報通信技術（Information and Communication Technology）

ウズベキスタン
ラオス
カンボジア
ベトナム
モンゴル
バングラデシュ
ミャンマー
中国
フィリピン
インドネシア

国名
７期生
７期生
６期生
６期生
５期生
５期生
５期生
４期生
４期生
４期生

研修内容
日本語研修
英語研修
英語研修
日本語研修
日本語研修
日本語研修
英語研修
なし
日本語研修
英語研修

表2-11 2006年度来日留学生　国別来日前研修

＊1 ＊2

＊3

2005年度
2006年度

271

2006年度
2007年度（予定）

268
＊1および＊2：東京大学研究員として留学した2003年の4名、2004年の3名を含む。
＊3：定員35名に対し、2名の欠員が生じたため33名となった。

＊1：2006年度はインドネシアからの最後の来日生に対する出発前研修や来
日業務、滞在中の業務などを行った一方、キルギスでの新規事業開始
にともない現地での募集選考業務を行ったため、実施対象国は11カ国
となります。
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るまでの一連の業務を実施しています。

１．2006年度来日生の現地出発前研修

2006年度に留学生受入を行った10カ国（ウズベキスタ

ン、ラオス、カンボジア、ベトナム、モンゴル、バング

ラデシュ、ミャンマー、中国、フィリピン、インドネシ

ア）では、2005年度に選考された留学候補者230人＊2に

対して語学研修を実施しました。留学候補生の英語能力

が高い国へはJICEの日本語指導員を派遣し、日本での

生活を円滑にするための基礎的な日本語研修を、それ以

外の国においては英語で学位を取得するために十分な英

語力を身につけることを目的とした英語研修を実施しま

した（中国を除く；表２-11参照）。

２．来日時

10カ国・271人＊3（表２-12、２-13参照）の留学生に対

しては、来日後、日本文化、社会など日本紹介、日本の

開発経験および日本の社会文化、ODAの理解促進など

を目的とした約１週間の導入研修を実施し、その後入学

前までは日本語研修を実施しました。また、大学院入学

前には、通学圏に留学生の希望に沿ったアパートや学生

寮などの住居手配を支援し、留学生が学業に専念できる

環境を整えました。

３．滞在中

留学生の日本滞在中、定期的にモニタリングを実施し、

大学での学業進捗状況、今後の研究計画や日常生活にお

ける問題点、健康状態などを確認し、必要に応じて適切

な助言を与えるサービスは、本事業の大きな特徴の一つ

となっています。

2006年度に日本滞在中の留学生の数は730人となりま

したが、留学生数の増加にともない病気や災害などの突

発的な事態への対応件数が増えました。留学生が24時間

いつでもJICEスタッフに連絡をとれる体制を整え、緊

急時にも迅速に対応できるように心がけています。

また、対象各国から政府責任者をモニタリングミッシ

ョンとして日本に招へいし、受入大学の視察や外務省、

JICAなどの日本側関係機関および留学生との意見交換

の機会を設けています。本事業について先方政府からよ

り具体的な理解を得るために、日本側関係者との直接対

話、留学生の学習環境、支援体制などの視察をアレンジ

しました。

４．帰国時

2005年度以前に来日し、2006年度に学位を取得し帰国

した留学生は255人です。帰国前には留学生活の総括と

して日本国内で帰国前評価会、帰国後は各国で現地政府

や日本側関係者を集めて帰国後報告会をそれぞれ実施

し、留学生の研究成果、留学成果を発表する場を設けま

した。

５．2007年度来日留学生の募集・選考

2007年度の募集を行った10カ国（ウズベキスタン、ラ

オス、カンボジア、ベトナム、モンゴル、バングラデシ

ュ、ミャンマー、中国、フィリピン、キルギス）の募集

活動では、各国の主要都市にて募集説明会を開催し、優

秀な候補者の確保に努めました。

その後、書類選考、筆記試験、面接などの一連の選考

活動を支援し、最終的には10カ国2,047名の有効応募者の

中から268人の留学候補生が選考されました（表２-14参

照）。

2000年度＊4にウズベキスタンとラオスの２カ国を対象

2006年度の事業概要・実績

＊2：273人が選考され、中国の43人を除く230人が日本語ないし英語の研修
を受講しました。

＊3：273人の選考後、ベトナムから2人の辞退者が出たため、来日した留学
生は271人になりました。

＊4：年度については来日年度にて記載しています。

2007年度募集説明会に集まった参加者（カンボジア）

帰国前評価会の実施

事業の推移
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は延べ773人に達しています。

1999年度に現地で初めて募集選考業務が開始されてか

ら８年が経過しました。2006年度からは、留学後の成果

をより向上させるために、募集･選考の段階から母国へ

の貢献が高く見込まれる留学生を厳選できるよう、現地

における募集･選考方法の改善などに努めました。

2006年度末時点の留学生の学位取得率は97.8％にのぼ

っており、留学生の中には成績優秀者として大学から表

彰された者や、卒業式で総代を務めた者もいます。

JICEが実施した業務については、帰国前評価会などの

場において、留学生から「JICEのサポートがあるから

安心して研究に専念できた」「日本で得た専門知識を以

って、母国の発展に貢献したい」といった感想が寄せら

れています。

学位を取得した留学生は母国に戻り、それぞれの職場

で活躍しています。今後もより一層、日本で得た知識や

ネットワーク、経験を活かして各国の社会経済開発に資

する人材として活躍すること、また、日本の良き理解者

として両国友好関係の基盤拡大と強化に貢献することが

期待されます。

JDS事業の第11カ国目の対象国としてキルギスが

2006年度より新たに加わりました。本事業における久々

の新規国でもあるため、「これまでの10カ国の経験を余り

なく活用して立ち上げ業務に臨む」という基本方針のもと、

事業運営について積極的な提言を行い、現地関係者からも

好意的な評価を得ることができました。

提案のポイントは、①過去の事例から特に課題・懸念と

なった点については極力回避する、②将来的な成果の担保

（帰国留学生の活用）という視点から事業を進める、③同

国政府の状況に合致した形に運営手法を修正する、という

3点でした。特に、同国の公務員の人数や構成などを考慮

して、JDSを同国向けにカスタマイズできたことは、

JICEに蓄積されたノウハウが有益であることを実感できる

貴重な経験となりました。

一方、2006年度には、これまで4年間（受入総数120

名）にわたり実施されてきたインドネシアJDS事業が、円

借款事業への新展開を踏まえて、新規受入が終了となりま

した。同国事業の総括として実施された最後の運営委員会

JDS事業　新規国（キルギス）の立ち上げと新規受入終了（インドネシア）

T O P I C S

では、人材開発におけるプロジェクトサイクルの検証など

について活発な議論がなされたこともあり、今後の事業の

あり方を考えるうえで重要な契機とすることができました。

こうした経験を有機的につなぎ合わせることで、より効

果的な事業へ向けた好循環を生み出していけるよう、「互

いに学びあう」ことを目指しています。

署名式に臨むキルギス国家公務員庁トクトマトフ長官（右）とJICE木下
専務理事

ウズベキスタン

ラオス

カンボジア

ベトナム

モンゴル

バングラデシュ

ミャンマー

中国

フィリピン

インドネシア

キルギス

合計

募集対象国

8期生

8期生

7期生

7期生

6期生

6期生

6期生

5期生

5期生

（募集終了）

1期生

有効応募者数

184 

245 

298 

372 

298 

183 

167 

123 

123 

54 

2,047 

最終合格者数

20 

25 

25 

35 

20 

20 

30 

48 

25 

20 

268 

表2-14 2006年度　現地選考管理 （単位：人）

本事業の成果

に日本受け入れが開始された本事業は、2001年度よりベ

トナム、カンボジア、2002年度よりモンゴル、バングラ

デシュ、ミャンマー、2003年度より中国、インドネシア、

フィリピンと対象国が10カ国にまで拡大し実施されてき

ました。その後、インドネシアについては2006年度来日

生をもって受け入れを終了し、新たに2007年度来日生か

らはキルギスが対象国として加わりました。2006年度ま

でに来日した留学生の数は延べ1,264人、2006年度末時点

で日本での勉学を終え、学位を取得して帰国した留学生
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容について記録を作成しました。

４．情報整備

これまでの長期研修員からの相談内容を活かし、『長

期研修員ハンドブック』やJICA Scholarshipホームペー

ジの原稿を作成しました。

1999年度に13大学・機関へ30人の受け入れから開始さ

れた本事業は、毎年度100人前後を新規に受け入れ、

2006年度までに来日した長期研修員は、80大学・機関で

学業を修め、その数は684人に上ります。

JICEが受託する業務内容の拡大により、大学や長期

研修員との連絡が密になり長期研修員受入業務に関し

て、JICEがより深く学業面や生活面などに関与するよ

うになりました。

帰国前の意見交換会の場では、長期研修員から「疑問

や相談があれば、いつでもJICE担当者に連絡して回答

を得ることができた。研究についてだけでなく、日本に

おける各種手続きや住宅の確保について支援してもらえ

て心強かった」との感想が述べられました。また、大学

からも「他の奨学金プログラムにはないモニタリングの

実施や留学生を受け入ている住宅の情報提供により、日

本での生活・研究を円滑に進めることができた」などの

感想が寄せられました。

さらに、日頃の業務対応実績を反映して生活上の助言

や提言を網羅し、定期的に更新している『長期研修員ハ

ンドブック』は、長期研修員が日本での生活を円滑に進め

るために役立つ情報源となっています。今後それらをさ

らに整備し、さらなる事業展開のために活用していく

予定です。

JICA担当者とともにウガンダの長期研修員と面談を行うJICEスタッフ（左）

長期研修員受入事業は、JICAが日本の大学院での学位

取得を目的として受け入れる開発途上国からの研修員に

対し、日本滞在中の生活面のサポートや学業の進捗状況

を把握するための面談（モニタリング）を実施しています。

2006年度における来日研修員は87人、帰国研修員が94

人、継続して滞在する研修員が114人となり、全国で常

時約200人滞在する長期研修員に対して以下の業務を行

いました。

１．来日時

受入大学に対して長期研修員制度や日程の説明および

確認を行い、新規受入学科については詳細な学内の施設

や周辺の生活環境を調査し、研修員の受け入れに備えま

した。長期研修員の来日後には、生活に必要な情報の提

供、外国人登録や国民健康保険加入手続、銀行口座開設、

住宅手配など、新生活を順調に開始できるよう補助業務

を行いました。また、来日後間もない長期研修員を対象

として、JICA留学生セミナー（導入研修）を2006年８

月および2007年３月に行い、基本的な開発理論の習得や

人的ネットワークの構築、わが国のODAおよびJICAを

巡る状況の理解促進、JICA研修員としての自覚を促す

ことを目的とした講座などの運営を行いました。

２．滞在中

長期研修員からの相談対応を随時行うほか、３カ月に

１度の割合で、長期研修員や指導教員に対してJICAと

ともにモニタリングを実施し、学業の進捗状況や生活面

について直接聞き取りを行っています。

なお2006年度より、長期研修員からのすべての問い合

わせ窓口をJICEが対応することとなったほか、モニタ

リング業務も状況を判断したうえでJICE単独による実

施も行うようになりました。また、急病時の病院同行、

近隣住民とのトラブル、銀行キャッシュカードなどの遺

失といった緊急事態への対応も行いました。

３．帰国時

学業を修了し円滑に帰国できるよう、JICAが実施す

るオリエンテーションを補助し、また、帰国前の意見交

換会に出席し、論文の概要や事業に関する意見交換の内

事業の推移

本事業の成果

（２）長期研修員受入事業

事業概要

2006年度の事業概要・実績
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JICAが実施する青年招へい事業は、将来の国づくり

を担う開発途上国の青年（18歳－35歳）をわが国に招へ

いし、講義や視察を通して専門分野の研修を行うと同時

に、合宿セミナー＊1やホームステイ＊2などを通じてわが

国と各国との相互理解・信頼を深める交流事業です。招

へい期間は23日間で、共通プログラム（５日）、分野別

都内・地方プログラム（15日）、評価プログラム（３日）

で構成されています。各プログラムは実施協力団体（全

国の国際交流団体や青少年育成団体あるいは地方公共団

体）によって企画・運営され、多くの一般市民もボラン

ティアとしてプログラムに参加しています。1984年の開

始以来、招へいされた青年は延べ３万1,433名となりま

した。

JICEは主に次の３つの業務を実施しています。

１．研修監理員の配置

研修監理員を各グループに１～２名派遣し、招へい青

年の来日から帰国まで全期間を通じて同行し、通訳のみ

ならず、関係者間の連絡調整や青年の滞在上の相談対応

も行っています。また、プログラムが円滑に遂行できる

よう、これまでの経験を基に必要に応じた提言を行って

います。

２．共通プログラム・評価プログラムの企画・運営

共通プログラムでは開講式、ブリーフィング、日本理

解基礎講座、日本語学習、ワン・デイ・ボランティア＊3

などを企画・運営しています。日本理解基礎講座は、日

本についての理解を深めるための導入講義「日本と日本

人（社会・文化）」「戦後日本の歩み（政治・経済）」を、

JICE独自のガイドラインや共通テキストを用いて行っ

ています。また、日本語学習では、３コマ6.5時間とい

う限られた時間の中で、JICEの日本語指導員が準備し

たシラバスリストおよび絵教材・教具を使用し、実践的

な日本語会話表現を教えていますが、これらは招へい青

年にとって適切な日本理解、日本人とのコミュニケーシ

ョンを図るために欠かせないものとなっています。

また、評価プログラムでは評価会、閉講式などを企

画･運営しています。

３．招へい青年等への便宜供与

招へい期間中のプログラムの効率的な遂行に欠かせな

い招へい青年の滞在費支給や移動手配、『G.I.（ジェネラ

ルインフォメーション）』や『事業概要』などの資料作

成・発送、情報管理、備品貸出（イヤホンガイド、防寒

服）などを行っています。

2006年度の本事業では計103カ国から79グループ・

1,666名の青年が招へいされ、全国各地でプログラムが実

施されました。

JICEは英語、アラビア語、トルコ語など計17言語・延

べ154人の研修監理員を国内各地に配置しました。また、

招へい青年の来日前に各国で実施される現地プログラム

（８カ国）へは８名の研修監理員を配置しました。

共通および評価プログラムでは、東京・大阪において

開講式および閉講式を各22回、日本理解基礎講座計72コ

マ、日本語学習462時間を実施しました。また、ワン・

デイ・ボランティアでは延べ1,420人のボランティアに参

加いただき、評価会を75回実施しました。

その他、招へい青年への滞在費支給、資料作成・配布

（７種類）、移動手段の手配（193件）、青年や日本人参加

者のデータ管理（2,680人分）なども行いました。

ODA予算削減の傾向が続くなかで、青年招へい事業

においても限られたプログラム日数のなかで効果的な事

業の実施が求められるようになっています。そうした背

事業概要

2006年度の事業概要・実績

青年招へい事業

＊1 合宿セミナー：同世代同分野に従事する日本人と2泊3日寝食をともにし
てスポーツ交流や意見交換などをするセミナー。

＊2 ホームステイ：分野別地方プログラム中に企画される2泊3日の一般家庭
生活体験。

＊3 ワン・デイ・ボランティア：一般の日本人と招へい青年がペアになって
街に出かけ実践的に日本語を学習しながら交流するプログラム。ワン・デイ･ボランティア：説明を受ける参加者と招へい青年

事業の推移
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景を受け、2006年度、JICEでは、次の２点に力を入れて

青年招へい事業の実施を支援しました。

１．事前打ち合わせの内容を強化

従来も実施協力団体とJICE研修監理員との事前打ち

合わせは行われていましたが、招へい青年来日の直前に

実施されることが多く、打ち合わせで出てきた問題点に

対応するための時間が十分ではありませんでした。

2006年度は、全80グループについて、事前打ち合わせ

の実施時期を来日２カ月程前まで早め、あわせて出席者

を受入関係者（JICA、実施協力団体、JICE）全体に広

げることになりました。これにより、打ち合わせにおい

て、プログラムの企画段階から受入関係者が出し合った

意見が、より効果的なプログラムの実施に反映されるよ

うになりました。

このように事前打ち合わせの位置づけが変更されるな

かで、JICEでは、事前打ち合わせの日程を調整すると

同時に、打ち合わせ内容の強化に取り組みました。従来

は青年の生活習慣上の注意点などを実施協力団体に情報

提供することが主でしたが、今年度は、過去の青年招へ

い事業や研修員受入事業でJICEが培ってきた豊富な現

場経験から得た知見を整理し、実施協力団体に対して、

視察訪問先の選定やプログラムの配列方法などについて

もアドバイスを行いました。

２．研修監理員による専門講義の通訳

2004年度までは各実施協力団体が専門講義の通訳者を

手配することになっていましたが、特に地方の実施協力

団体においては専門分野に詳しい通訳者の確保に苦労す

るという問題が生じていました。

研修監理員は各専門分野に精通しているばかりではな

く、招へい青年の各国地域の事情も把握しているため、

単なる通訳ではなく、青年の国や地域に応じた適切な用

語・表現の選択や補足説明を行うことによって、招へい

青年の講義内容への理解度を高めることができます。

2005年度からこうした研修監理員の能力を活かすため

に、専門講義を研修監理員が通訳するグループが試行的

に実施され、実施協力団体からも良い評価が寄せられま

した。これを受けて、2006年度はグループ数をさらに増

加（2005年度12グループ→2006年度43グループ）させ、

研修効果の向上に貢献しました。

なお、2007年度からは、青年招へいから青年研修へと

事業が移行します。JICEとしては、これまで青年招へ

い事業で培った経験と知見を蓄積し、より効果的なプロ

グラムの実施につながるよう、活用していきたいと考え

ています。

青年招へいから青年研修へ

JICEが担う役割の変化にともない、実施協力団体の担当者からは以下のようなコメントが寄せられました。

「青年招へい事業において研修監理員の役割は非常に重要な位置を占めており、実施協力団体が準備したプログ

ラムがうまくいくかどうかは、研修監理員の働きによることが多くあります。今回担当した研修監理員の方は事前

の打ち合わせ段階から積極的に意見を述べてくれたり、プログラムの充実に協力したりしました。また招へい青年

が休憩中などに何気なく話している会話の中からも、プログラムの評価や改良につながる部分を私に伝えてくれる

など、それが次のプログラムを作るのに大きく役立っています。あわせて、コーカサス地域の状況についても情報

を提供してくれるなど、常にこのプログラムを良いものとしていくために協力してくれています。招へい青年たち

に対する対応にもこちら側が学ぶ点があり、青年からの信頼も厚く、安心しています。」

（第20陣コーカサス混成経済（中小企業振興）実施協力団体

（財）北海道YMCA総務部ディレクター　佐藤雅一様より）

日本理解講座の実施
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JICAでは、技術協力専門家などの人材について、民間

からの登用を積極的に進めてきています。これを踏まえ、

リクルートの現状やJICA事業の現場で活躍する人材に求

められる資質や能力などについて紹介し、優良な人材の

JICA事業へのアクセスを促進することを目的とした「国

際協力人材セミナー」を東京、神戸*、九州で開催しまし

た。派遣支援センターは、本セミナー主催者である、

JICA国際協力人材部と連携し、セミナーの企画案作成に

関わるとともに、開催案内、参加申し込みのとりまとめ、

問い合わせ対応、会場設営準備、当日の事務局業務、およ

びキャリア相談業務を実施しました。

派遣支援センターには、国際協力分野での豊富な経験を

有する３名のキャリア相談員がおり、セミナーの際には個

別に参加者の相談に応じています。また、通常もJICA国

際協力人材センターが運営するホームページ「PARTNER」

に寄せられるキャリア相談にメールや電話で回答していま

す。「これまでの経験を生かして国際協力の分野で活躍す

るにはどうしたらよいか」「JICA事業にプロとして参画す

るためのアドバイスを」などさまざまな相談が日々寄せら

優秀な人材を国際協力の現場に活かす ～JICA「国際協力人材セミナー」を各地で開催

T O P I C S

れています。相談員は入念に情報を収集し、親身に回答し

ているため、相談者からは「具体的な方向性を示していた

だき大変参考になりました」「今自分が何をすべきか明確

になりました」などの声がたくさん寄せられています。

豊富な経験を活かし、セミナー参加者との個別相談に対応する
伊藤勲相談員（左）

＊神戸では、「国際協力キャリアセミナー」として外務省国際機関人事
センターとの共催で実施しました。

４．専門家派遣等事業

派遣支援事業は、JICAが技術協力専門家、ボランテ

ィア、調査団を派遣する際の諸手続の実施や、派遣中の

専門家などの活動を後方から支援するものです。2006年

度はJICAから専門家および業務調整員など（ボランテ

ィア調整員を含む）4,102名、青年海外協力隊員などのボ

ランティア5,520名、調査団員6,053名が開発途上国へ派

遣されましたが、JICEは、国内から派遣されたこれら

専門家などのさまざまな手続を行いました（注：一部の

専門家、ボランティア、調査団員の派遣手続は、JICE

を経由しないで行われています）。

１．専門家等派遣支援

（１）専門家・業務調整員等（ボランティア調整員を含む）

派遣支援センターでは、専門家や業務調整員などの候

補者人選後から派遣前、派遣期間中、帰国後の諸手続を

一貫して行うワンストップサービスを実施しています。

派遣前は、専門家などへの身分や待遇にかかるオリエ

ンテーション、JICA関係部署や関係省庁との派遣日程

などの連絡調整、また旅費の支払いなど渡航にかかる諸

手続を行っています。派遣期間中は滞在費などの定期送

金、派遣期間延長の手続、専門家などやJICA在外事務

所からの各種問い合わせへの対応を行っています。また、

帰国後は旅費、滞在費などの精算業務を行っています。

２．ボランティア等派遣支援

（１）青年海外協力隊員・日系社会青年ボランティア

青年海外協力隊員、日系社会青年ボランティアの派遣

前および派遣期間中の諸手続を一貫して行っています。

青年海外協力隊員は春と秋の２回募集が行われ、年４回

に分けて派遣されます。また日系社会青年ボランティア

は年１回の募集および派遣です。派遣支援センターは、

派遣前訓練開始とともに、公用旅券・査証発給、航空券

手配を開始し、同時に旅費などの支給手続を行います。

また、派遣期間中は、現地生活費などの定期送金や一時

帰国などの手続を行うとともに、各国ボランティア調整

員からの問い合わせへの対応を行っています。

（２）シニア海外ボランティア・日系社会シニアボランティア

シニア海外ボランティアは年２回募集および派遣が行

われ、日系社会シニアボランティアは年１回募集、派遣

派遣支援事業

事業概要

2006年度の事業概要・実績
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派遣支援事業は、海外で活躍する専門家などが安心し

て現地での業務に専念できるよう、正確・迅速かつきめ

細かな業務の遂行が期待されています。

上述のとおり、専門家、ボランティア、調査団などの

派遣支援業務の経験を通じて、派遣支援センターにはこ

れらの知見が年々積み重ねられてきました。

各種経費計算や支給業務から始まった本事業は、年を

追うごとに専門家などの派遣に関するサービスを提供す

る総合支援業務へと業務範囲を広げてきました。

2005年度までの業務範囲は、JICAによる人選後の手

続における支援業務でしたが、国際協力人材センター業

務が加わったことにより、JICAの事業に携わる人材確

保の入口業務にまで大きく範囲が広がりました。また、

地方での国際協力キャリアセミナーの開催では、JICE

国内支所との連携によって効率的な運営を行うことがで

きました。専門家など派遣の入口と派遣手続の両業務を

一括してJICEが実施することによる効果を派遣者や

JICAに対して確実に示せるよう、部署内だけでなく

JICE全体で連携、強化および改善提案に積極的に取り

組んでいきたいと考えています。

が行われます。各ボランティアの合否決定直後から、派

遣前の手続を開始し、派遣前ボランティアからの問い合

わせにも直接対応しています。さらに派遣中は青年海外

協力隊員同様に現地生活費などの定期送金、一時帰国に

ともなう手続を行うとともに、各国のボランティア調整

員を通じてさまざまな問い合わせに対応しています。ま

た、ボランティアに随伴する扶養親族の渡航手続、家族

手当の支給なども行っています。

３．調査団派遣支援

調査団の出発前から帰国後までの一連の派遣手続およ

び参加団員への旅費支給、精算業務を実施しました。ま

た、JICA職員の赴任および帰任に際しての渡航手続、

旅費支給、精算業務をあわせて実施し、旅費計算業務に

ついてはJICA職員の国内出張も含めた手続を行いま

した。

４．国際協力人材センター業務支援

2006年６月からJICA国際協力人材センターの支援業

務を新たに受託しました。

国際協力の世界で活躍を目指す個人と、国際協力実施

機関との双方に向けたキャリア情報サイト「PARTNER」

の運営、東京を含む全国３カ所で開催した国際協力キャ

リアセミナーの運営支援および電子メールや個別面談に

よるキャリア相談対応などを行いました。

事業の成果
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プロジェクト等支援事業は、JICAなどが実施するプ

ロジェクトの現場と日本の援助実施機関・関係者をつな

いで、プロジェクトの効果的・効率的な運営管理を支援

するものです。また、この事業では、プロジェクトに関

連する情報収集・各種調査、データベース整備や関連す

る委員会の運営・報告書の取りまとめなどを実施してい

ます。

１．日本センタープロジェクト＊1事務局運営

2000年度から受託している本業務では、プロジェクト

の国内支援業務および日本センター現地職員などを対象

としたカウンターパート研修に関する支援業務を行って

います。2006年度に新たに実施した国内支援業務として

は、日本センター運営管理システムの構築およびカンボ

ジア日本センターへの導入、日本センター総合パンフレ

ット・DVDの作成、2005年度に開設した公開用ホーム

ページの英語版開設などがあげられます。また、研修員

受入支援、留学生等支援事業との連携、海外高校生エッ

セイ・コンテストの日本センターでの開催など、JICE

事業との連携の取り組みも行っています。

２．メルコスール観光振興プロジェクト

1995年に発足したメルコスール（南米南部共同市場）

に加盟したアルゼンチン、ブラジル、パラグアイおよび

ウルグアイの４カ国＊2は、観光振興を域内経済開発の重

点のひとつと位置づけ、日本をはじめとするアジア地域

の新たな市場の開拓を目指しています。このプロジェク

トでは日本をモデルケースとする４カ国共同の観光市場

開拓を試行的に行うために、都内（東銀座）に「メルコ

スール観光局」が設置されました。JICEは同観光局の

運営管理業務を受託し、アドバイザー１名を配置し、マ

ーケティングプロモーション手法開発および観光商品開

発支援に関する助言・指導を行いました。

2005年度に来日したパラグアイからの研修員は継続し

てOJT研修を受けており、各国通商観光行事への協力、

観光セミナーの開催、観光商品開発のための情報提供お

よび現地視察、ホームページの運営、世界旅行博への出

展、旅行雑誌などメディアへの取材協力などさまざまな

活動を支援しました。また、2007年１月にはブラジルか

ら新所長が来日・着任し、２月には、パラグアイの研修

員の後任としてウルグアイから研修員が来日しました。

現在新たな体制で観光局の活動が行われています。

2006年９月には、世界旅行博の出展にあわせて、各国

カウンターパートを対象とする本邦研修とともに、プロ

ジェクトの中間評価が実施されました。評価者であるコ

ンサルタントを交えた協議では、これまでの活動実績、

プロジェクト目標・成果の達成状況を確認し、プロジェ

クト運営上の課題とその改善策について検討し、評価５

項目に沿って評価が行われました。特に、「４カ国共同

の広域プロジェクト」「プロジェクトサイトが日本」と

事業概要

受託件数

2002
年度

27

2003
年度

27

2004
年度

22

2005
年度

18

2006
年度

20

表2-15 プロジェクト等支援事業実績の推移

（１）プロジェクト等支援事業

2006年度の事業概要・実績

新年子ども大会（キルギス日本センター）

＊1 日本センタープロジェクト：社会主義経済から市場経済へと移行する
国々に対する日本の市場経済化支援を目的にわが国のODA事業の一環と
して開始されました。現在ラオス、ベトナム（ハノイおよびホーチミン）、
ウズベキスタン、モンゴル、カザフスタン、キルギス、ミャンマー、カ
ンボジアの８カ国９センターで活動を展開しています。オールジャパン
の取り組みとして国際交流基金・日本の民間企業・地方自治体との幅広
い連携が必要とされ、新しい技術協力の形として期待されているJICAの
プロジェクトです。プロジェクトはビジネスコース・日本語コース・相
互理解促進事業を３つの柱として、民間企業の実務者、行政官の他、学
生、一般市民に広く開かれたセンターとなることを目指しています。

＊2 メルコスール：MERCOSUR（Mercado Común del Sur）、MERCOSUL
（Mercado Comum do Sul）。アルゼンチン、ブラジル、パラグアイおよ
びウルグアイの４カ国により、1995年に発足。2006年７月にベネズエラ
が正式加盟に関する議定書に署名し、2006年11月現在の正式加盟国は５
カ国。

JATA世界旅行博におけるメルコスールブース（2006年9月、東京ビッグサイトにて）
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いう点で、関係者間のコミュニケーションと合意形成の

困難さが指摘されましたが、中間地点において、プロジ

ェクト目標であるメルコスール４カ国による観光分野に

おける協力枠組み構築などについて、おおむね計画通り

の成果が得られていることが確認されました。

３．JICA国別・地域別、課題別アプローチ支援

本業務は、JICAが推進する国別・地域別、課題別ア

プローチの強化を支援するものです。

2006年度はJICA本部において、課題関連情報の収

集・調査・提供、分野課題別ネットワーク＊3支援ユニッ

ト業務を行うとともに、国別・地域別支援委員会やプロ

ジェクトごとの各種会議運営支援を実施しました。また、

各種調査団などの報告書作成支援（校閲・編集・印刷）

を行いました（表２-16参照）。

４．調査研究支援

JICEでは、JICA事業実績を「極度の貧困と飢餓の撲

滅」など８つのミレニアム開発目標（MDGs）別に分類、

集計し、経年変化についての分析を行う事業を受託して

います。2006年度もJICAの2005年度事業実績をミレニア

ム開発目標別に分類、集計し、あわせて、JICAの2005

年度事業実績を環境など７分野のグローバルイシュー別

に分類、集計し、報告書として取りまとめました。

また、環境社会配慮審査に対する支援業務として、各

国・ドナーの環境社会配慮のための政策・ガイドライン

の整理状況調査や、環境アセスメント・土地買収制度の

とりまとめなどを実施しました。

５．国際セミナー等受託業務

本業務は、外務省や財務省などの省庁、JICAなどが

主催し日本国内で行われる知識・技術移転を目的とした

2002年度
6

2003年度
7

2004年度
6

2005年度
6

2006年度
6

表2-18 2002年度～2006年度国際セミナー受託実績
（単位：件）

セミナー名

財政経済長期セミナー

ベトナム社会政策銀行に対する金融
政策（小規模企業金融）分野におけ
る知的支援プロジェクト

第3回アジア保険監督者セミナー

第9回東京セミナー

第6回証券法務執行セミナー

第2回預金保険セミナー

実施機関

財務省財務総合政策研究所

財務省財務総合政策研究所

金融庁総務企画局総務課国際室

金融庁総務企画局総務課国際室、
OECD

証券取引等監視委員会

金融庁総務企画局総務課国際室、
預金保険機構

参加人数

21

招へいセミナー
16名

現地セミナー
約160名

9

26

24

8

招へい者役職

本省係長

支店長

取引所長

本省課長

本省課長

本省課長

本省部・課長

開催期間

06.4.11-6.9

06.6.5-6.16

06.10.18-10.27

06.6.19-6.24

06.10.4-10.13

06.10.16-10.19

07.3.4-3.10

実施場所

財務省財務総合政策研究所

財務省財務総合政策研究所、国民
生活金融公庫

ハノイ、ダナン、ホーチミンシティ

金融庁

アジア開発銀行研究所（ADBI）

金融庁

金融庁、預金保険機構

表2-17 2006年度実施各省庁主催セミナー

＊3 分野課題別ネットワーク：JICAにおいて教育や保健医療など23分野課題
ごとに設置されたネットワークです。「主管部」「課題タスクフォース」
「アドバイザー」「課題支援委員会」「支援ユニット」で構成されています。
共通のインフラとして業務上の知識・教訓・ノウハウを共有するための
データベースであるナレッジサイトを活用します。

JICAナレッジマネジメント支援業務

国別･地域別支援委員会運営業務

課題部国内支援業務（保健医療分野）

課題部国内支援業務（ガバナンス分野）

課題部国内支援業務（資源・エネルギー分野）

課題部国内支援業務（都市・地域開発分野）

課題部国内支援業務（環境管理分野）

契約名 業務内容

・各種会議の運営に関する業務（課題支援委員会、プロジェクト別国内支援委員会等会議に関する、会議資料
収集、作成、日程調整、設営、議事録作成等）

・報告書に関する諸業務（報告書校正・編集、資料翻訳手続、進捗管理、報告書管理等）
・プロジェクト広報資料作成・収集・整理業務
・各種情報整備業務
・分野・課題別ネットワークの運営・管理補助
・JICA在外事務所および本部担当職員からの分野課題別情報の照会に対する情報提供・回答業務
・技術情報支援（学術資料・情報等に関する調査・収集・加工・提供）
・研修員受入計画の作成
・委員会の設立準備に関する業務
・委員会開催に関する業務
・支援委員会に関連した情報収集・調査・研究業務
・「地域事業実施方針」作成に関する業務
・「国別事業実施計画」作成に関する業務
・国・課題別計画策定事業での案件形成段階における報告書に関する業務
・支援ユニット業務（評価、ジェンダー主流化・WID、平和構築、南南協力、日本語教育、人間の安全保障、
市民参加分野）

・各分野主管部が所掌する開発課題に係る情報収集・調査業務
・各分野主管部が所掌する分野・課題データベースの運営
・JICA在外事務所および本部担当職員からの分野課題別情報の照会に対する情報提供・回答
・支援委員会開催に関する業務　など

表2-16 JICA国別・地域別、課題別アプローチ支援
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シンポジウムや国際セミナーの運営を行う事業です。

近年アジア地域の新興市場経済移行国では、国際市場

の拡大や貿易の自由化が進むにつれ、財政および金融市

場の法整備や規制監督に携わる人材の育成が急務となっ

ており、日本政府ではこの分野での知識移転を目的とし

た国際セミナーを開催しています。

2006年度、各省庁主催の以下セミナーの運営を受託し

ました（表２-17）。また、各省庁およびJICAが主催する

シンポジウムの運営推移は表２-18のとおりです。

６．遠隔技術協力（JICA-Net）支援

本業務では、JICA-Netコンテンツの制作監理、遠隔セ

ミナー実施監理およびコンテンツ情報の発信などを行い

JICA-Net利用促進を支援しました。また、マルチメディ

ア教材を広報するための広報用資料の作成、研修現場に

おける教材の利用促進を目的としたアンケート調査など

を実施しました。

７．JBIC中国人材育成事業支援業務

中国の市場経済化および地域格差是正に寄与するた

め、国際協力銀行（JBIC）は中国22省・市・自治区に所

在する大学を対象に円借款を供与し、ハード面（校舎・

設備などの整備）とソフト面（大学教員の日本での研修

等の実施）における人材育成事業への協力を行っていま

す。JICEは、ソフト面での本件事業の円滑な促進のた

め、ホームページなどを利用して日中双方の大学などに

情報を提供するほか、各種相談対応、実績データ取りま

とめなどの業務を行っています。

国内業務支援事業は、JICAおよびJBICが国内で実施

する業務を支援するものです。

１．JBIC事務委託契約

2005年度に引き続き、JBICで調査業務に関わる精算業

務を受託しました。また2006年度からJBICの海外駐在員

事務所支援、専門家のリクルートと派遣、プロジェクト

評価に関連する業務についても受託しました。

２．JICA調達部関連業務

JICAが実施する機材供与事業の実績統計表作成、そ

の他、計２件の支援業務を実施しました。

事業概要

2006年度の事業概要・実績

（２）国内業務支援事業

JBICインドネシア「ハサヌディン大学工学部整備事業」

に関する案件形成促進調査（SAPROF）を受託したコン

サルタント会社との契約に基づき、2006年7月から8月

にかけて職員を現地調査に派遣しました。この調査は、円

借款供与対象候補案件の事業化を目的として、先方政府か

らの要請内容を具体化するため、JBICがコンサルタント

会社に委託して行うものです。

派遣された中野則之職員は、「産業人材育成政策専門家」

として産業界が工学部に求めるニーズを把握し、工学部に

対し学科編成やカリキュラム改良などを検討する情報を提

供するため、工学部卒業生が主に活躍する南スラウェシ州

政府、電力公社、水道公社、港湾局、セメント工場、工業団

地、製鉄所などを訪問し、ヒアリング調査やアンケートの

作成および集計を行いました。また、この案件に関するイ

ンドネシア政府の意向を確認するため、国家開発計画庁

（BAPPENAS）および国家教育省高等教育総局なども訪

問し協議を行ったほか、SAPROF報告書の一部として調

査結果を執筆しました。

JBIC案件形成促進調査に職員を派遣 ～JBICインドネシア「ハサヌディン大学工学部整備事業」

T O P I C S

インドネシア政府は、地方分権化推進の一環として東部イ

ンドネシア地域開発を重視しており、同国のほぼ中央にある

スラウェシ島マカッサルに位置する同大学は、この地域にお

ける工学系拠点大学としての役割が期待されています。

この事業は、2007年3月に2006年度案件として正式

に採択されました。JICEでは、今後ともこうした調査の実

施を通じ、事業化に向けた案件形成をサポートしたいと思

います。

電力公社でヒアリング調査を行う中野職員（右端）
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情報管理事業は、JICA図書館運営業務、調査研究業

務、海外専門家招へい業務によって構成されています。

2006年度の主な事業の動きとしては、図書館業務の電子

情報化、全国ネットワーク化、調査研究業務の海外との

共同研究の試みが挙げられます。

１．JICA図書館運営業務

（１）東京

JICA国際協力総合研修所に所在するJICA図書館では、

４万4,000冊のJICA刊行物、7,900冊のテキスト類資料、

１万7,000冊のJICA調査団収集資料など、国際協力関係

の資料・データを有しています（2007年３月末現在）。

1977年以来、JICEでは、JICA図書館でのJICA事業に必

要な情報の収集・整理、関係者への情報提供支援に携わ

ってきましたが、近年では「時差を超え、距離を超える

サービス」を念頭に、特に情報の電子化とネットワーク

化に取り組んでいます。

2006年度は、札幌、中部、大阪、沖縄の各JICA国際

センターの資料情報をJICAホームページ上（「図書館ポ

ータルサイト」）で公開しネットワーク化しました。ま

た、国別ガイド資料などの新しいコンテンツの開発を行

った結果、トップページでは20％を超えるアクセスの増

加が見られました。

情報の電子化も進んでおり、掲載数とともに電子デー

タへのアクセスも増え、2005年度に比べ70％の増加とな

りました。

（２）筑波および沖縄

JICA筑波国際センターおよびJICA沖縄国際センター

の図書資料室には、それぞれのセンターで実施される研

修コースの特性をふまえ、JICA筑波国際センターでは

農業関連資料を中心に約２万冊、JICA沖縄国際センタ

ーではODA関連図書を中心に約２万7,000冊を有してい

ます。いずれも本邦研修で来日する研修員だけでなく、

地域住民にも開放されており、インターネットで資料情

報公開を開始したことで、より利用しやすくなり、アク

セスも増加しています。

２．調査研究業務

JICA国際協力総合研修所の主要な事業の柱のひとつ

である調査研究事業について、JICEでは円滑な研究運

営とJICA内外への成果公表に対する支援業務を実施し

ています。

2006年度は、「国のリスク対応能力を踏まえた中長期

的な支援のあり方」「JICAの理数科教育改善プロジェク

トの事業経験の分析」「零細企業・地場産業振興（マイ

クロファイナンス）」ほか計22件の課題・分野について、

研究会開催、報告書作成・データ整備などの支援業務を

実施し、新たな調査研究事業の方向性に向かって、海外

との共同研究企画についても支援を行っています。

３．海外専門家招へい業務

JICA国際協力総合研修所のもうひとつの事業の柱で

ある人材養成事業の一環として、海外から国際機関、援

助関係者を招いてセミナーや研修を行う海外専門家招へ

い事業があります。

JICEでは、海外から本邦へ専門家を招くにあたり必

要な諸手続と、セミナーや研修の実施業務を行っており、

2006年度は「開発途上国の高齢化と国際協力」「アフリ

カの水と人間の安全保障」「周辺地域との関係から見る

アフガニスタンの将来像」など計８件を実施しました。

特に2006年度に来日した専門家とは、共同研究など、今

後の調査研究事業の方向性についても打ち合わせを行う

など、JICEとして国際協力総合研修所事業に対する総

合的な支援を行いました。

事業概要

2006年度の事業概要・実績

年度

来館者数（人）

貸出量（件）

ポータルアクセス（件）

JICA報告書電子データ掲載数
（累計点数）

電子データ利用数（件）

レファレンス（件）

2003年度

8,577

22,353

39,965

1,065

－

3,158

2004年度

8,713

17,859

60,173

4,771

13,407

3,379

2005年度

7,921

13,922

80,004

8,673

43,404

3,157

2006年度

6,453

13,489

101,910

12,810

77,963

3,211

表2-19 JICA国際協力総合研修所図書館の利用状況

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000
（件／点）�

2003年度� 2004年度� 2005年度� 2006年度�

ポータルアクセス（件）�

JICA報告書電子データ�
掲載数（累計点数）�

図2-1 電子化とオンラインアクセスサービスの進行

＊資料：業務完了報告書・図書館利用統計
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「国際協力フォトコンテスト」事務局運営業務

JICAが主催する「国際協力フォトコンテスト」は、

市民の方々に開発途上国および国際協力への関心を深め

てもらうこと、および国際協力に関する広報用素材とし

て活用可能な作品を集めることを目的としたものです。

JICEは、同コンテストの事務局として、募集要項や

ポスターの作成・配布、作品の審査運営、入賞作品のパ

ネル作成および表彰式の運営などを行いました。

2006年度の同コンテストでは、国内外より524人の応

募者から計1,837点の写真が寄せられました。写真家、有

識者による審査の結果、17作品が入賞作品として選ばれ

ました。

事業概要および2006年度の事業概要・実績

８．コンサルタント事業

１．委員会運営支援業務（JBIC事業）

JBICが実施する「インドネシア共和国：MRT有識者

委員会運営支援に係る事務等委託」について、同事業を

受託している株式会社OPMACより業務の一部を受託

し、MRT委員会会合運営支援業務を実施しました。

２．短期専門家派遣（技術指導業務／JICAプロジェクト）

JICAが実施する「中華人民共和国甘粛省HIV/エイズ

予防対策プロジェクト」の教育・広報活動について、プ

ロジェクトのカウンターパート（C/P）が教育的アプロ

ーチを参考にしてIEC活動（Information, Education

Communication）の「企画・設計、実施、評価・改善」

を実践するための技術指導業務（短期専門家）を受託し

ました。

３．短期専門家派遣（業務調整／JICAプロジェクト）

JICAが実施する「バングラデシュ国公務員研修能力

強化プロジェクト」を受託している株式会社パデコより

業務の一部を受託し、同プロジェクト立上業務のために

短期専門家（業務調整）を派遣しました。

事業概要および2006年度の事業概要・実績

2007年2月4日から3月21日の期間、「JICAバングラ

デシュ国公務員研修能力強化プロジェクト」の立ち上げ業

務のため、職員を短期専門家（業務調整）としてバングラ

デシュに派遣しました。本プロジェクトは、コンサルタン

ト会社が業務実施契約としてJICAから受託し、JICEが本

プロジェクト立ち上げ時の業務調整を同社より受託したも

ので、総合品質管理（Total Quality Management）の

手法を用いた研修を同国公務員に対して実施することによ

り、同国公共セクターにおけるサービスの質を改善するこ

とをプロジェクトの目標としています。

現地では、派遣された川津詩乃職員が、業務調整員の業

務として、プロジェクト事務所の開設、経費管理、現地秘

書の雇用・教育、イベント開催、その他プロジェクト全般

の支援およびカウンターパートとの調整などを行いまし

た。同職員は帰国後、「派遣中は、厳しい環境と課された

任務の重大さから、精神的に苦しい時期もありましたが、

他の専門家およびカウンターパートと協力し、プロジェク

トの基盤作りを行うことができました。今回の業務のなか

JICAプロジェクトの立ち上げに業務調整員を派遣 ～JICAバングラデシュ国公務員研修能力強化プロジェクト

T O P I C S

では、以前のコンテスト運営やボランティア派遣支援業務

の立ち上げなどに携わった際の経験が、役立ちました」と

自らの体験について語りました。

JICEでは従来の国内業務での蓄積を活かし、こうした海

外での業務も今後積極的に行いたいと考えています。

JICA関係者と打ち合わせをする川津職員（右から2人目）
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2006年12月と2007年3月の2度にわたり「JICA中

国甘粛省HIV/エイズ予防対策プロジェクト」の、教育・広

報活動（IEC活動）のため、研修指導員を短期専門家とし

て派遣しました。中国のHIV感染者は推定で84万人、その

内AIDS患者は8万人に上るといわれており、その実態は

年々深刻化しています。こうした現状から中国政府から

HIV/AIDS対策の強化を目的とする協力の要請がありまし

た。中国北西部に位置する中国甘粛省は中国国内でも最も

貧困な地方の一つですが、貧困であるがゆえに流動人口が

多く、性感染症例が急増しハイリスクグループが多いこと

から、特にHIV/AIDSの潜在的脅威が非常に高く、緊急の

取り組みが必要とみなされ、本プロジェクトが当地で行わ

れることになったものです。

派遣された沖縄支所所属の前川朝康特別技術嘱託の役割

は、IEC活動を通じて住民がAIDSに感染しないよう行動変

容（知識・態度・行動）を促す一連の取り組みを省疾病予防管

理センター（CDC）職員に指導し、技術移転を行うことです。

具体的にはCDC職員を対象に、日頃沖縄支所でJICA研修員

に指導している内容と同様の、教育普及のためのメディア応

用技術や教育工学（Instructional Design）、商業広告に基づ

く普及手法などに関する知識習得のためのワークショップを

JICAプロジェクトの教育・広報活動に短期専門家を派遣 ～JICA中国甘粛省HIV/エイズ予防対策プロジェクト

T O P I C S

エイズ予防キャンペーンのマスコットを囲んで。人形の左側が前川特別
技術嘱託

行いました。「当初参加者の反応はさまざまでしたが、自分

たちが行動するための企画書を作成する段階では熱心さが

加わり、確かな手応えを掴んだようです。教育的アプローチ

を参考に動き始めたばかりの担当者ワークショップですが、

回を重ねることでより確かな実践が期待できると感じまし

た」と前川特別技術嘱託は語っています。またカウンター

パートであるCDCより当方に「継続的な協力をお願いした

い」との声も寄せられており、今後につながる業務となりま

した。

2006年9月24日、島根県松江市・松江市教育委員会・

八雲会が主催する「第40回ヘルンをたたえる青少年スピー

チコンテスト」が松江市内で開催され、JICEもアイルラン

ド大使館等とともに後援団体として審査員の派遣、財団法

人日本国際協力センター理事長賞を授与しました。コンテ

ストは、ジュニア（中学生以下）の部とシニア（高校生）の

部に分かれて実施され、参加者はヘルン（小泉八雲）の代表

的な作品を暗誦し、発音・表現力などを競いました。ほと

んどの参加者がまったく原稿を見ることなく表現豊かに暗

誦を行い、40回目にふさわしいレベルの高いコンテストと

なりました。JICEからは、2名が審査にあたり、ジュニアの

部では益田市立横田中学校3年生（当時）の廣瀬彰子さん、シ

ニアの部では松徳学院高等学校2年生（当時）の大森あずさ

さんがJICE理事長賞に選ばれたほか、松江市長賞・アイル

ランド大使賞など計8つの賞の受賞者が選出されました。

松江市での青少年スピーチコンテストを後援 ～第40回ヘルンをたたえる青少年スピーチコンテスト

T O P I C S

右から、JICE理事長賞を受賞した大森さん、廣瀬さん、
JICE諏訪理事長（松江市総合文化センターにて）
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通訳派遣事業は、各種の国際協力事業における通訳業

務や、JICAなどが開発途上国に派遣する調査団への同

行通訳業務に対するニーズに応えていくものです。

１．国内通訳派遣事業

英語を中心とした幅広い言語の通訳者をさまざまな専

門分野へ派遣しました。表２-20および表２-21に示すと

おり、2006年度も官民多方面から通訳の依頼が多く寄せ

られました。

２．海外調査団同行通訳派遣事業

JICAが派遣する調査団を中心に、幅広い国・専門分

野にわたって表２-22に示すとおり同行通訳を派遣しま

した。近年では現地で通訳者を傭上するケースが増えて

いるものの、表２-20に示すとおり、全体としては案件

数が微増しました。

事業名

国内通訳派遣

海外調査団同行通訳派遣

契約先

JICA

その他

合計

JICA

その他

合計

2002年度

10

67

77

113

0

113

2003年度

19

87

106

100

2

102

2004年度

13

104

117

87

3

90

2005年度

11

156

167

79

3

82

2006年度

13

114

127

88

9

97

表2-20 国内通訳派遣事業および海外調査団同行通訳派遣事業　案件数の推移 （単位：件）

2006年度の事業概要・実績

事業概要

近年、自国の資金による日本での研修を計画するアジア

諸国から、通訳業務をJICEへ依頼したいとの問い合わせが

増加しています。特にマレーシアでは、1982年マハティ

ール首相（当時）が東方政策を提唱したこともあって、こ

のような問い合わせが複数寄せられ、JICEでは国内通訳業

務を受注してきました。

2006年9月18日から23日にかけて行われたマレーシ

ア公共事業省による「道路防災管理研修」では、同省より

通訳・視察同行業務の依頼があり、佐藤千鶴子研修監理員

（英語）が本研修に従事しました。本研修は、同国が「傾

斜地対策基本計画」を策定するにあたり、日本の道路防災

対策を学ぶ目的で計画されましたが、その背景には、過去

にJICAの研修に参加した同省職員が、研修時に訪れた国

マレーシア公共事業省から国内通訳派遣を受注

T O P I C S

土交通省地方整備局の視察先がすばらしく、計画策定のた

めにはこの場所の視察が必要である、と判断し実現された

ものです。

研修のニーズがあがったとしても、海外から日本国内の

視察先をアレンジすることは困難なことから実現に至らな

いことも多くあるようですが、本件に関しては、JICEがマ

レーシア側と視察先をつなぐ役割を果たし、実現すること

ができました。

この他にも、マレーシア人材開発公社による中小企業大

学校視察通訳や、マレーシア統計局による総務省統計局視

察通訳もJICEの研修監理員が務めました。海外からの業務

依頼が広がりを見せているなか、多様で質の高いサービス

の提供がJICEに期待されています。
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案件名 通訳言語 契約先
モンゴル法務大臣来日に係る通訳業務 モンゴル 法務省
カンボジア司法大臣招へいにおける同行通訳 カンボジア 法務省法務総合研究所
モンゴル農牧業省との技術的対話 モンゴル 農林水産省　
マレーシア公共事業省視察団に係る同行通訳 英 マレーシア公共事業省
マレーシア統計局視察団に係る同行通訳 英 マレーシア統計局
ANMC21共同事業「下水道維持管理技術研修」 英 東京都下水道局
石綿・粉じん対策（屋外作業）研修コース タイ 国際安全衛生センター
韓国ガス安全公社社長一行　表敬訪問 韓国 高圧ガス保安協会
天津市証券視察訪日団 中国 日本国際貿易促進協会
日越幼児教育研究ワークショップ ベトナム 国立大学法人お茶の水女子大学
ボリビア大統領とJICA理事長との会談 西 独立行政法人国際協力機構
アジア太平洋地域の女性リーダー　エンパワーメントセミナー 英 独立行政法人国立女性教育会館
インドネシア国前期中等理数科教員研修強化プロジェクト インドネシア 財団法人国際開発センター
西安理工大学水利水電学院との技術交流 中国 財団法人全国建設研修センター
中国およびアジア諸国プレス対策強化事業「日中国交正常化35周年」 中国 財団法人フォーリン・プレスセンター
「国際開発プログラム」修士学生視察研修 英 財団法人国際開発高等教育機構
モンゴル国立建設センター モンゴル 財団法人日本建築センター
日伊土砂災害防止技術会議 イタリア 財団法人砂防・地すべり技術センター
交通政策行政官研修事業 英 社団法人海外運輸協力協会
WIPOジャパンファンド工業所有権研修「執行コース」に係る研修員の生活面・企業見学等に関する通訳業務 英 社団法人発明協会アジア太平洋工業所有権センター
ボスポラス海峡横断地下鉄整備事業に係る案件実施支援調査－国内研修 トルコ 株式会社パシフィックコンサルタンツインターナショナル
ブルガリア国全国総合水資源管理計画調査　CP調査 英 株式会社建設技研インターナショナル
ベトナム保健省医療機器部　病院見学　工場見学 ベトナム 株式会社島津製作所
JICA-Net 日本における揚水発電事例～土木・環境関連技術者向け～ トルコ 株式会社パデコ
APT研修「電子政府とICT」 英 東日本電信電話株式会社
クウェート人技術者大気汚染防止技術・環境管理・保全技術研修 英 日本オイルエンジニアリング株式会社
中国水利権制度整備カウンターパート招へい 中国 日本工営株式会社
インドネシア国家警察組織能力強化計画 インドネシア 八千代エンジニヤリング株式会社
ブラジル閣僚HONDA表敬訪問 ポルトガル 本田技研工業株式会社
PKPMプロジェクト報告セミナー「コミュニティ主体の開発を促進するファシリテーターを目指して」 インドネシア 特定非営利活動法人ソムニード
青年招へい事業「第７陣アフリカ（仏語圏）中等理数科教育１」 仏 社団法人北方圏センター
第33回日韓測量・地図協力会議 韓国 国土交通省国土地理院
植物新品種の育成者権行使ワークショップ 英 農林水産省生産局種苗課
全国農業協同組合／ベトナム「農協の組織・事業コース」 ベトナム 全国農業協同組合中央会
海外血液事業研修 英 愛知県赤十字血液センター
三菱重工飛島工場通訳 英 株式会社ツーウィングス
ユネスコ・アジア文化センター「文化遺産の保護に資する研修　遺跡の調査と保存」通訳 英 ユネスコ・アジア文化センター文化遺産保護協力事務所
茨木市「姉妹都市ミネアポリス市議会訪問」における通訳 英 茨木市市民生活部　市民活動推進課
シオノギ・バイオ・メディカル査察通訳 英 株式会社シオノギバイオメディカルラボラトリーズ
「豪州Water Corporation社大阪村野浄水場」訪問にかかる通訳 英 東レ株式会社水処理事業企画推進部
国際協力銀行中国内陸部大学管理人材研修 中国 国立大学法人神戸大学大学院経営学研究科
マレーシア人材開発公社日本訪問に係る通訳 英 マレーシア人材開発公社
海外技術研修員広島県知事表敬に係る通訳業務 英 財団法人ひろしま国際センター
国際環境人材研修（中国）－「アジア循環社会創造コース（中国）」 中国 財団法人福岡県環境保全公社
「排水処理管理研修事業（施設メンテナンス）」 英 財団法人北九州国際技術協力協会KITA環境協力センター
2006 一村一品国際セミナーin大分 英 株式会社マイダスコミュニケーション
JETROイラク人研修「情報通信技術者育成研修」 英 株式会社NTT西日本－九州

調査対象国
エクアドル
グアテマラ
チリ
パラグアイ
中南米地域
ギニア
コンゴ民主共和国
セネガル
ブルンジ
ルワンダ
アンゴラ
カーボヴェルデ
中国
モンゴル
ベトナム
カンボジア
モンテネグロ
アゼルバイジャン
ウズベキスタン
キルギス
タジキスタン
モルドバ
オマーン
ニュージーランド

調査案件名 通訳言語
火山監視能力強化プロジェクト終了時評価調査
こどもの健康プロジェクト
環境教育推進のための行政能力強化事前調査 西
メルコスール関税統一効果測定のためのCGEモデルおよび産業連関表の策定プロジェクト
「中米広域内・看護の質向上計画」技術協力プロジェクト第二次事前調査
マムー州小学校教員養成校建設計画予備調査
大湖地域開発支援プログラム策定基礎調査
一村一品運動に係るアフリカ調査 仏
復興支援プロジェクト形成調査
イミドゥグドゥ水・衛生改善計画プロジェクト事前調査団
職業訓練分野プロジェクト形成調査

ポルトガル
サンチャゴ島農業開発計画事前調査
商業統計整備プロジェクト運営指導調査 中国
モンゴル銀行能力向上プロジェクト事前調査 モンゴル
法整備支援プログラム事前評価調査 ベトナム
カンボジア裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト短期専門家（民法セミナー講師）通訳 カンボジア
地理情報システム策定調査 セルボ・クロアチア
バクー市緊急医療サービス整備計画予備調査
倒産法注釈書プロジェクト短期専門家（倒産法注釈書作成指導１）通訳調査団

ロシア
イシククリ州コミュニティ活性化プロジェクト運営指導調査
ピャンジ河自然災害予防計画調査
農業機械化訓練センターへの職業訓練機材供与計画基本設計調査 ルーマニア
第16回INTOSAI IT検査委員会および第5回IT検査における業績検査セミナー出席

英
IFRRO ANNUAL GENERAL MEETING 2006 参加

契約先

独立行政法人国際協力機構

株式会社建設技研インターナショナル
ユニコインターナショナル株式会社
会計検査院
有限責任中間法人学術著作権協会

表2-22 2006年度　海外調査団同行通訳派遣事業　主な実施案件

表2-21 2006年度　国内通訳派遣事業　主な実施案件
担当部署

本部

北海道支所

筑波支所

中部支所

関西支所

関西支所（兵庫）

中国支所

九州支所
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10．印刷翻訳事業

10
印
刷
翻
訳
事
業

印刷翻訳事業ではJICAおよびJICE特別会員などの資

料・報告書の翻訳・校閲およびJICAからの受託により

作成した日本語教材の販売を実施しました。

１．翻訳・校閲

2006年度における言語別実績は表２-23のとおりです。

事業概要

ワードリスト1（かな版）

ワードリスト2（かな版）

SIMPLE CONVERSATION
IN JAPANESE

教材名 シリーズ名
中国語版
タイ語版
マレーシア語版
スペイン語版
フランス語版
インドネシア語版
中国語版
タイ語版
マレーシア語版
スペイン語版
フランス語版
インドネシア語版
英語版
中国語版
タイ語版
マレーシア語版
スペイン語版
フランス語版
インドネシア語版
英語版カセットパック
中国語版カセットパック
フランス語版カセットパック

教材名
技術研修のための日本語
（初級）

技術研修のための日本語

専門用語集　職業訓練分野
分野別テキスト　工業技術分野
分野別テキスト　保健医療分野
ワードリスト1（ローマ字版）

シリーズ名
第1分冊（改訂版）
第2分冊
第3分冊
第4分冊
第5分冊
第6分冊
文法解説書
教師用手引
第1分冊ローマ字版
第1分冊カセットテープ
第2分冊カセットテープ
第3分冊カセットテープ
50時間
50時間テープ

タイ語版
マレーシア語版
スペイン語版
フランス語版
インドネシア語版

表2-24 日本語教材（市販）一覧

JICA無償資金協力関連文書
特別会員等の依頼文書（本部）
特別会員等の依頼文書（支所）

合計

英語
2
4
0
6

仏語
80
0
0

80

西語
34
0
0

34

ベンガル語
1
0
0
1

インドネシア語
3
0
0
3

ポルトガル語
9
1
0
10

ベトナム語
0
4
0
4

合計
129
9
0

138

表2-23 2006年度　翻訳校閲業務言語別実績
（単位：件）【翻訳】

JICA無償資金協力関連文書
特別会員等の依頼文書（本部）
特別会員等の依頼文書（支所）

合計

英語
450 
0
0

450

仏語
103
0
0

103

西語
80 
0
0

80

合計
633
0 
0 

633 

（単位：件）【校閲】

2006年度の事業概要・実績

なお、JICA無償資金協力事業関連文書の校閲につい

ては、各言語の研修監理員をJICA無償資金協力部内に

配置し実施しました。

２．日本語教材販売

これまでにJICEが開発した日本語教材（表２-24参照）

を販売しています。
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付属資料
2006年度事業一覧／実績

2006年度収支実績

中期目標（2006年度～2008年度）について

組織概要

組織図

事務所所在地

地域住民との交流行事で、JICA研修員への取材を通訳する研修監理員（手前右）（北九州市にて）
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【公益事業】

事業区分
１．国際協力事業
(1)研修監理事業

(2)研修支援事業

(3)留学生等支援事業

事業内容

〔研修監理事業〕
各研修コースの現場監理業務を中心に、受入手続、研修コースの準備、進
行管理、通訳、連絡調整、情報収集等、JICA研修事業を総合的に支援する
業務。（コース現場監理業務、研修監理拡充業務、研修員受入支援センター
業務、教材作成管理業務、来日時ブリーフィング実施業務、研修員等の移
動に関する業務）

（*注）対象研修員数：長期研修、日系研修、青年招へいを除いた推計値（新
規のみ）

〔研修付帯事業〕
JICA研修コースの研修員に対する支援業務

〔研修指導事業〕
JICAからの受託による指導要員の配置および農業／視聴覚コースの研修指
導の実施

〔研修受託事業〕
JICA等からの受託による、研修コースの運営業務

〔日本語研修事業〕
JICA研修員等に対する日本語講習の実施

〔留学生支援事業〕
留学生支援無償事業による、留学生受入に係る業務

対象研修員数（*注）
集団型コース数（新規のみ）
個別型コース数（新規のみ）
集団型コース配置
個別型コース配置
ブリーフィング配置

計
研修監理拡充業務（集団型コース数）
研修監理拡充業務（個別型コース数）

計
ブリーフィング

オリエンテーション
福利厚生活動
健康管理等業務

農業技術指導
（集団）

計
視聴覚技術指導
（集団）

計

JICA
総務省
台北駐日経済文化代表処
�青年海外協力協会
その他（①横浜国立大学、②�中東
協力センター、③�下水道業務管理
センター、④�社会経済生産性本部、
⑤�産業環境管理協会、⑥東京都、
⑦埼玉県）

計

JICA講習等
上記以外（①一橋大学、②ユースホ
ステル協会、③三菱UFJリサーチ＆コ
ンサルティング、④日本オイルエン
ジニアリング、⑤三井ハイテック、
⑥企業研修イノアックコーポレーシ
ョン、⑦カタールペトリアム、⑧�
北九州国際技術協力協会等）

計

ウズベキスタン
（選考）
年度内日本滞在者数

ラオス
（選考）
年度内日本滞在者数

カンボジア
（選考）
年度内日本滞在者数

ベトナム
（選考）
年度内日本滞在者数

モンゴル
（選考）
年度内日本滞在者数

バングラデシュ
（選考）
年度内日本滞在者数

ミャンマー
（選考）
年度内日本滞在者数

中国
（選考）
年度内日本滞在者数

8,217人
825コース
601コース
41,213人日
9,130人日
2,481人日

52,824人日
542コース
280コース
822コース

7カ所

5カ所
6カ所
9カ所

3コース
3コース

3コース
3コース

39件
3件
3件
2件
7件

54件

7,375.3時間
806.5時間

8,181.8時間

（20人）
59人

（25人）
68人

（25人）
68人

（35人）
93人

（20人）
59人

（20人）
55人

（30人）
70人

（48人）
107人

実施件数
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事業区分

（4)国際交流事業

(5)専門家派遣等事業

(6)技術協力プロジェクト
等支援事業

(7)情報整備等事業

２．広報事業
(1)広報事業

事業内容

〔長期研修員受入事業〕
JICA長期研修員受入に係る業務

JICA留学生セミナー（導入研修）に係る業務

〔青年招へい事業〕
JICA青年招へい事業に係る企画・運営・監理業務およびその他付帯業務
（滞在費の支給、関連資料作成、アンケート調査の実施および評価資料作成）

JICAからの受託による、中国（共産党）中央党校訪日研修団に係るプログ
ラム実行計画の策定および運営業務

国際交流基金との共催による、中国高校生中期招へい事業の実施

〔専門家等派遣支援事業〕
JICA技術協力専門家、調査団、ボランティア等の派遣手続きおよび諸手当
支給手続き等の支援業務

（*注）派遣人数：数値は、JICAからのヒアリングによる参考値

国際協力人材登録者等を対象とした情報提供･キャリアセミナーの企画･実施

〔プロジェクト等支援事業〕
委員会運営支援、調査団報告書作成等業務

プロジェクト事務局、事務局支援業務

調査・研究支援業務
国際協力事業に係る調査・研究の支援業務

国際セミナー等受託業務　
省庁、企業、国際機関等が国内外において実施する国際セミナー､会議等に
係る運営業務

その他

〔国内業務支援事業〕
コンサルタント等契約の実績統計、支払い関連業務等

〔情報管理事業〕
図書資料室等の運営・管理業務
文科省国際協力人材情報整備
国別・地域別・分野別援助研究会への支援等業務
海外開発専門家招へいに係る支援業務

〔広報事業〕
JICA等が実施するシンポジウム、会議、コンテスト等の運営業務

インドネシア
（選考）
年度内日本滞在者数

フィリピン
（選考）
年度内日本滞在者数

キルギス
（選考）
年度内日本滞在者数

（選考）
年度内日本滞在者合計

年度内日本滞在者数
（うち新規）

対象青年数
共通プログラム、評価プログラムの企画、運営
プログラム監理および通訳業務

対象高校生数

派遣人数（新規+継続+帰国）（*注）
（専門家）
（調査団）
（ボランティア）

セミナー企画・実施

①アジア第一部委員会運営、②課題
別ネットワーク、③外部有識者評価
委員会運営事務局
①メルコスール観光支援、②JBIC中
国Ⅱ～Ⅲ、③日本人材開発センター
支援、④保健医療分野支援業務、⑤
都市開発分野支援業務、⑥環境管理
分野支援業務、⑦エネルギー分野支
援業務、⑧ガバナンス分野支援業務

①イシュー実績調査、②環境社会配
慮資料作成

財務省
金融庁
JICA（世界銀行ABCDE会合）

①JICA-Net支援

①コンサルタント等契約の実績統
計・業務資料等の作成整理、②機材
供与事業実績統計・業務資料作成整
理業務、③JBIC契約および支払い関
連業務、④JBICプロ開・評価室、⑤
JBICプロ開・企画班、⑥JBIC管理部
在外事務所経理、⑦JBIC北京経理支
援

①国際協力フォトコンテスト

（0人）
85人

（25人）
65人

（20人）
0人

（268人）
729人

295人
（87人）

2件

1,666人
22陣

79グループ

76人

40人

4,141人
6,063人
5,520人

4件

3件

8件

2件

2件
3件
1件

1件

7件

3件
1件

15件
8件

1件

実施件数
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事業区分
１．国際協力事業
(1)コンサルタント事業

(2)通訳派遣事業

２．関連事業
(1)翻訳印刷販売事業

事業内容
〔コンサルタント事業〕

・開発途上国への経済技術協力に関する調査、研究、評価等のコンサルタ
ント業務

〔国内個別通訳事業〕
・国際協力関係機関、特別会員企業に対する国内での通訳業務

〔調査団支援事業〕
・JICA等が海外に派遣する各種調査団における通訳等の業務

〔日本語教材販売事業〕
・JICAからの受託により作成した日本語教材の販売および必要に応じた教
材の増刷

〔印刷翻訳事業〕
・JICAおよび民間コンサルタント等の資料・報告書の翻訳、校閲、印刷

①JBICインドネシアハサヌディン大
学工学部整備事業、②JICA甘粛省
HIV／エイズ予防対策、③JICAバング
ラデシュ公務員研修

日本語教材販売

翻訳
校閲

3件　

157件　

92件　

39種類

130件
650件

実施件数

【収益事業】

事業区分
自主事業

事業基盤強化活動

事業内容

＊国内事業
・JICE講座
・講師派遣

・研修監理員派遣

・インターン受入

・イベント後援

・国際交流
・職場訪問

・調査
・その他

＊海外事業
・海外高校生エッセイコンテスト特選受賞者の日本招へい
・日本語スピーチコンテスト（ラオス）の後援

既存事業における競争力の強化、新規業務の開拓等、
将来的にJICEの事業基盤強化に資する活動

・研修監理事業関連
・留学生支援事業関連

・その他

①北海道教育大学
①獨協大学、②松江市役所、③神戸市
立本山第三小学校、④埼玉県立不動岡
高等学校
①神戸税関、②茨木市立北中学校、③
神戸大学、④国際フォーラム、⑤立命
館大学、⑥帯広畜産大学
① 沖 縄 大 学 、 ② イ ン ド ネ シ ア
BAPPENAS、③名古屋大学
①全国国際教育研究大会、②JICA中
学生・高校生エッセイコンテスト、③
グローバルフェスタ、④キャリアフェ
ア、⑤ワンワールドフェスティバル、
⑥島根県高等学校国際教育研究協議会
主催「第26回国際教育英語弁論大会
（島根県予選）」、⑦「第40回ヘルンを
たたえる青少年スピーチコンテスト」、
⑧西条酒祭り、⑨国際協力キャリアフ
ェア、⑩帯広十勝インターナショナル
協会、⑪世界のともだち2006
①帝塚山学院中学校
①八郎潟町立八郎潟中学校、②蒲郡市
立形原中学校、③神戸市（同市立伊吹
台中学校）、④八王子市立第一中学校
①研修員受入事業国内インパクト調査
①韓国INEPA調査団受入、②消防研・
緊急援助調査、③北海道教育大学にお
けるザンビア国立大学研究者招へいプ
ログラム支援
計

ラオス

計

課題分析ワークショップ
①チュニジア人材育成事業に係るプロ
ポーザル作成、②カザフスタン国費留
学「ボラシャクプラン」に関する協力
①インドネシア「高等人材開発事業」
現地調査、②21世紀東アジア青少年
大交流計画

計

1件
4件

6件

3件

11件

1件
4件

1件
3件

34件

1件
1件

2件

1件
2件

2件

5件

実施件数

【その他】
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正 味 財 産 増 減 計 算 書
2006年4月1日から2007年3月31日まで （単位：円）

3,602,083,023
1,666,180,289
5,268,263,312

1,433,694,662
138,467,678

1,572,162,340

0
3,696,100,972
3,696,100,972
5,268,263,312

�. 資産の部
１. 流動資産
２. 固定資産

資産合計
�. 負債の部
１. 流動負債
２. 固定負債

負債合計
�. 正味財産の部
１. 指定正味財産
２. 一般正味財産

正味財産合計
負債および正味財産合計

科　　目 金　　額

12,278,768,046

12,292,969,672
△14,201,626

0

121,304,736
△121,304,736

△135,506,362
350,500

△135,856,862
3,831,957,834
3,696,100,972

0
0
0

3,696,100,972

�. 一般正味財産増減の部
１. 経常増減の部

（１）経常収益

（２）経常費用
当期経常増減額

２. 経常外増減の部
（１）経常外収益

（２）経常外費用
当期経常外増減額

税引前当期一般正味財産増減額
法人税、住民税および事業税
当期一般正味財産増減額
一般正味財産期首残高
一般正味財産期末残高

�. 指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額
指定正味財産期首残高
指定正味財産期末残高

�. 正味財産期末残高

科　　目 金　　額

貸 借 対 照 表
2007年3月31日現在 （単位：円）
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政府は、巨額の財政赤字を削減し財政健全化を図るこ

とにより、少子高齢化社会に備えるとともに、引き続き

活力ある社会を構築していくために過去５年以上にわた

り積極的に行財政改革を推進してきました。

まず、行政改革においては、小さな政府を目指すとの

基本方針に立ち、省庁再編、市町村合併、政府機関の独

立行政法人化、郵政民営化、政府系金融機関の統廃合な

どを通じ国の歳出削減と公務員の人員削減に取り組むと

ともに、JICEを含む公益法人に対しては、公益法人改

革が実施されることになっています。さらに、政府は現

在ODAに係る政府の方針決定の枠組みおよび実施体制

についても見直しを行っており、本件はJICEにも少な

からぬ影響があるものと推測されます。

一方、財政改革において、政府は現在の国債発行に依

存する財政構造から脱却し、2010年にプライマリーバラ

ンスを均衡させるとの目標を掲げ、一般会計予算におけ

る歳出抑制を続けており、ODA予算についても毎年削

減が続いております。この直接的な影響として、JICE

の受託事業においては受託量の減少と受託単価の切り下

げが続いており、事業収支が構造的に悪化しつつありま

す。

このような状況の中で､JICEは開発途上国の「人造り」

を支援する公益法人として、現在の収支問題の抜本的な

改善に努めつつ、透明性の高い健全な組織・事業運営を

目指すとともに、組織が有する専門性を高め、時代のニ

ーズに的確に対応したより質の高いサービスを顧客に提

供することが求められています。

また、2007年３月にJICEは30周年を迎えました。JICE

はこれまで蓄積した経験・知識を活かしつつ、次世代の

人材を育成するとともに、人事制度をはじめ諸制度を刷

新して活力のある自立的な組織となる時期に達していま

す。

以上のような認識の下、2003年度から2005年度の期間

に掲げた中期目標を引き継ぐ形で、新たな中期目標をこ

こに取り纏めました。

現状認識

１．公益法人としてのゆるぎない地位の確立

・政府の公益法人指導監督基準および公益法人改革の

方針を踏まえ、財務問題を含め健全な組織・事業運

営を行います。

・JICE内外における人・部署・組織間のネットワー

クの維持・促進を通じ、JICEの組織力を強化しま

す。

・公益法人として今後とも社会貢献に努めます。

２．「人造り協力」のプロ集団としての地位の確立

・各種事業実施の知識・経験を体系的に組織に蓄積

し、かつ、最大限に活用する体制を一層強化するこ

とにより、「人造り協力」のプロ集団として組織の

専門性を高めます。

・多様化する顧客のニーズに対応すべく、JICEの人

材、知識・経験の一層の活用、業務実施体制・方法

の改善を通じ、提供するサービスの質と価格におけ

る競争力を向上させます。

・国際協力の分野において、今後とも積極的に新規事

業の受託に努めます。

３．専門性を高めるための人材育成の強化

・人事制度の刷新により、JICEを活力のある組織に

するとともに、JICE人材の育成を体系的に実施し

ます。

・海外での業務経験を含め幅広い業務経験を積む機会

を増やし、JICE人材の国際協力についての知識・

経験を高めます。

・JICE人材一人ひとりが外部機関・有識者の知識・

経験を積極的に学ぶよう努めます。

中期目標（2006年～2008年度）
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〕１．名　称

財団法人日本国際協力センター

Japan International Cooperation Center

（JICE ジャイス）

２．代　表　者
理事長　諏訪　�

３．所　在　地
〒160-0023 東京都新宿区西新宿６－10－１

日土地西新宿ビル　20・21階

電話　03（5322）2500（大代表）

４．設立・沿革
1977年３月25日

「財団法人国際協力サービス・センター」として設立

1993年２月１日

「財団法人日本国際協力センター」に名称を変更

５．設立の目的
１．国際協力の実施に関する協力

２．国際協力に関する知識の普及

３．国際協力関係者への福利厚生

６．組織の規模
基本財産　約10億円

事業規模　約122億円

人員　421名（職員156名、嘱託者等265名）

７．特別会員制度
特別会員はJICEの設立趣旨と事業目的に賛同する団

体などによって構成されています。（317団体）

組織概要　（2007年3月31日現在）

氏　　名 役　　職 現　　職

役員名簿（任期　2007年6月25日まで）

諏訪　�
木下　建
雨宮　夏雄
金丸　守正
金子　節志
木寺　　久
櫻井　國俊
中村　順一
大澤　尚正
大西　誠

理事長（常勤）
専務理事（常勤）
理事
理事
理事
理事
理事
理事
監事
監事

財団法人日本国際協力センター
財団法人日本国際協力センター
独立行政法人国際交流基金
独立行政法人国際協力機構
独立行政法人国際協力機構
東京海上日動火災保険株式会社
沖縄大学
財団法人国立京都国際会館
財団法人日本国際協力センター
㈱日本航空インターナショナル

理事長
専務理事
理事
人事部長
理事
顧問
学長
館長
監事
執行役員　東日本地区副担当（兼）東京支店副支店長

役員総数：10名（理事：８名　監事２名）

2007年3月31日　現在

氏　　名 役　　職 現職（カッコ内は前職）

評議員名簿（任期　2007年3月31日まで）

川村　知也
角r 利夫
小野田　勝次
加藤　宏
金子　洋三
櫻田　幸久
杉岡　昭子
大聖　憲俊

豊田　俊雄
中川　喜彦
吉村　忠彦

評議員会会長
評議員会副会長
評議員
評議員
評議員
評議員
評議員
評議員

評議員
評議員
評議員

（元シンガポール国駐剳特命全権大使）
財団法人国際開発高等教育機構
独立行政法人国際協力機構
独立行政法人国際協力機構
社団法人青年海外協力協会
財団法人日本国際協力システム
（元北海道教育大学講師）
財団法人札幌国際プラザ

東京国際大学
財団法人大阪国際交流センター
株式会社三菱東京UFJ銀行

専務理事
タイ事務所長兼アジア支援事務所長
国内事業部長
会長
専務理事

専務理事

名誉教授
常務理事
経済協力部長

評議員総数：12名

2007年3月31日　現在

独立行政法人国際協力機構
青年海外協力隊事務局

技術顧問評議員豊島　正夫
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（2007年4月1日現在）�〈参考〉組 織 図�

組織、定員、業務考査、事業計画、理事会･�
評議員会、特別会員、広報�

人事、職員研修、福利厚生、給与、労務�

予算、決算、出納、施設用度�

システム／ネットワーク関連業務�

法務、規程�

国際研修部所管事業に関する企画・調整・管理、�
専門嘱託（視聴覚）の人員管理、支所統括�

北海道、北海道(帯広)、東北、筑波、中部、関西、関西(兵庫)、中国、九州、沖縄�

法　務　室�

交流事業課�

情報システム管理室�

横浜業務室�

国際交流部�

国際研修部�

計　画　課�

研修監理課�

研修開発課�

受入業務室�

東京業務室�

企画管理課�

企画管理課�

企画管理課�

留学生事業課�

プロジェクト事務所（海外１０カ国に設置）�

派遣支援センター�

市谷業務室�

留学生部�

プロジェクト支援部�

研修監理員の人員管理・配置、JICA東京国際
センター等契約関連業務、研修用教材作成・研
修旅費関連業務、研修監理業務支援�

JICA以外の研修関連業務企画・営業、個別通
訳派遣、調査団支援業務、日本語研修、専門嘱
託（日本語）の人員管理、その他新規案件�

研修員受入手続業務、企画相談業務�

JICA東京国際センターにおける研修監理業務、
研修監理拡充業務�

JICA横浜国際センターにおける研修監理業務�

国際交流企画・管理、21世紀東アジア青少年
大交流計画業務、中国高校生交流業務�

国際交流業務、21世紀東アジア青少年大交流
計画業務、メルコスール観光振興プロジェクト
業務�

留学生支援企画・大学関連業務統括・管理、
JICA長期研修員業務、カザフスタン留学生業務、
JICA青年研修業務、JICA中国青年指導幹部視
察研修業務、JBIC中国内陸部人材育成業務�

調査・研究会支援業務、プロジェクト等支援業
務、印刷翻訳業務、課題部国内支援業務、
JICA-Net支援業務（教材開発）、イシュー実
績集計業務�

JICA技術協力専門家・青年海外協力隊・シニア
海外ボランティア・調査団などの派遣手続業務�

JICA図書館運営支援業務、各種調査研究会の
運営、プロジェクト等支援業務�

人材育成支援無償業務�
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■プロジェクト事務所
留学生支援無償プロジェクト事務所
・ウズベキスタン
12A, U.Nosir St., Tashkent, 700070 Uzbekistan

・カンボジア
Ground Floor, Hong Kong Center, Preah Sothearos, Phnom Penh,
Cambodia

・キルギス
1st Floor,201 Abdrakhmanova（Sovietskaya）St.,
720011 Bishkek, the Kyrgyz Republic

・中国
中華人民共和国北京市朝陽区建国門外大街甲24号
東海中心606号室（郵便番号100004）

・バングラデシュ
L-261, The Pan Pacific Sonargoan Hotel, 107 Kazi Nazrul Islam
Avenue, Dhaka-1215, Bangladesh

・フィリピン
Unit 2-F1, Island Plaza Salcedo, 105 L. P. Leviste Street, 
Salcedo Village, Makati, Metro Manila, Philippines

・ベトナム
Suite No.307, 3rd Floor, Hanoi Central Office Bldg., 44B Ly Thuong
Kiet, Hanoi, Viet Nam

・ミャンマー
c/o Lobby Floor, Hotel Nikko Royal Lake Yangon No.40, Natmauk
Road, Tamwe Township, Yangon, Myanmar

・モンゴル
Room 206, The Crystal House Business Center Bldg., 
Chinggis Ave. 11/1, 2nd Khoroo Sukhbaatar District, P. O. Box 917, 
Ulaanbaatar 13, Mongolia

・ラオス
Lao Plaza Hotel Office L 63 Samsenthai Rd. , Vientiane, Lao P.D.R.

■本部
http://sv2.jice.org
〒160-0023 東京都新宿区西新宿6-10-1
日土地西新宿ビル20・21階
TEL. 03-5322-2500（大代表） FAX. 03-5322-2520
総務部 TEL. 03-5322-2500
開発業務部 TEL. 03-5322-2581
研修監理部 TEL. 03-5322-2631
国際交流部 TEL. 03-5322-2561

業務支援部
〒151-0053 東京都渋谷区代々木2-1-1
新宿マインズタワー６階
TEL. 03-5352-7171

■支所
・北海道支所
〒003-0026 北海道札幌市白石区本通16丁目南4-25
JICA札幌国際センター内
TEL. 011-866-8335（直） FAX. 011-866-8605

・北海道支所（帯広）
〒080-2470 北海道帯広市西20条南6丁目1-2
JICA帯広国際センター内
TEL. 0155-35-6672（直） FAX. 0155-36-3872

・東北支所
〒980-0811 宮城県仙台市青葉区一番町4-6-1
仙台第一生命タワービル15階
TEL. 022-223-2180（直） FAX. 022-223-2061

・筑波支所
〒305-0074 茨城県つくば市高野台3-6
JICA筑波国際センター内
TEL. 029-836-2664（直） FAX. 029-836-2674

・中部支所
〒464-0025 愛知県名古屋市千種区桜が丘295
オオタビル5階
TEL. 052-781-0881（直） FAX. 052-781-0869

・関西支所
〒567-0032 大阪府茨木市西駅前町5-10
茨木大同生命ビル2階
TEL. 072-624-8686（直） FAX. 072-624-8681

・関西支所（兵庫）
〒651-0073 兵庫県神戸市中央区脇浜海岸通1-5-2
JICA兵庫国際センター内
TEL. 078-262-0501（直） FAX. 078-262-0502

・中国支所
〒739-0046 広島県東広島市鏡山3-3-1
JICA中国国際センター内
TEL. 082-421-6330（直） FAX. 082-420-8083

・九州支所
〒805-8505 福岡県北九州市八幡東区平野2-2-1
JICA九州国際センター内
TEL. 093-662-5701（直） FAX. 093-662-5710

・沖縄支所
〒901-2552 沖縄県浦添市前田1143-1
JICA沖縄国際センター内
TEL. 098-874-0056（直） FAX. 098-874-0049

事務所所在地（2007年３月31日現在）
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